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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成22年７月 平成23年７月 平成24年７月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月

売上高 （千円） 4,187,712 2,855,339 3,809,346 1,864,422 4,948,289 6,375,427

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △101,644 △105,801 △341,634 93,535 487,207 692,055

当期純利益又は当期純

損失（△）
（千円） △1,066,706 △160,478 △632,161 86,385 430,325 630,311

包括利益 （千円） － △147,068 △615,571 92,782 458,901 654,412

純資産額 （千円） 548,073 404,856 1,130,214 1,222,996 2,665,168 3,551,077

総資産額 （千円） 1,892,914 1,865,986 2,590,372 2,156,521 4,077,632 6,979,008

１株当たり純資産額 （円） 149.39 109.96 113.88 123.84 212.57 276.14

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） △300.78 △43.86 △162.25 9.77 39.79 54.07

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － － 51.60

自己資本比率 （％） 28.9 21.6 38.9 50.8 60.6 48.7

自己資本利益率 （％） △148.2 △33.8 △89.6 8.2 24.1 21.5

株価収益率 （倍） － － － 19.4 17.9 9.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 388,299 90,321 199,328 211,835 △409,985 1,448,650

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 80,113 △641,062 △359,348 △231,821 75,496 △851,134

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △498,290 242,849 353,583 93,355 1,241,206 2,072,665

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 383,922 74,558 267,549 341,622 1,253,266 3,930,484

従業員数 （名） 103 105 85 69 66 235

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第26期から第28期までの連結財務諸表については清和

監査法人の監査を、第29期から第31期までの連結財務諸表については東光監査法人の監査を受けておりま

す。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第26期以降第28期までの各期においては潜在株式は

存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、第29期及び第30期においては希薄化効果を有する潜在

株式がないため、記載しておりません。

４　株価収益率については、第26期から第28期までの各期においては１株当たり当期純損失であるため、記載し

ておりません。

５　第26期は、決算期変更により平成21年４月１日から平成22年７月31日までの16ヶ月間となっております。

６　第29期は、決算期変更により平成24年８月１日から平成24年11月30日までの４ヶ月間となっております。

７　当社は、平成25年６月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。１株当たり

純資産額及び１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は、当該分割が第26期の期首に行われたと仮定し

算定しております。
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成22年７月 平成23年７月 平成24年７月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月

売上高 （千円） 3,799,430 2,789,937 3,809,346 1,087,038 3,150,081 2,829,781

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △180,948 △115,779 △341,634 101,486 525,591 688,583

当期純利益又は当期純

損失（△）
（千円） △1,097,765 △17,485 △632,161 100,363 426,105 619,850

資本金 （千円） 974,675 976,624 1,586,369 600,000 1,068,146 1,212,248

発行済株式総数 （株） 36,582 36,682 88,447 88,447 11,630,800 12,317,000

純資産額 （千円） 405,080 404,856 1,008,748 1,109,112 2,469,986 3,378,213

総資産額 （千円） 1,691,681 1,865,986 1,545,044 1,735,268 3,571,092 6,094,861

１株当たり純資産額 （円） 110.30 109.96 113.88 125.23 212.37 274.20

１株当たり配当額

（円）

－ － － － － －

（内、１株当たり中間

配当額）
(－) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） △309.53 △4.78 △162.25 11.35 39.40 53.17

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － － 50.75

自己資本比率 （％） 23.9 21.6 65.2 63.8 69.2 55.4

自己資本利益率 （％） △185.3 △4.3 △89.6 9.5 23.8 21.2

株価収益率 （倍） － － － 16.7 18.1 9.5

配当性向 （％） － － － － － －

従業員数 （名） 73 105 66 51 46 38

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第26期から第28期までの財務諸表については清和監査

法人の監査を、第29期から第31期までの財務諸表については東光監査法人の監査を受けております。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第26期から第28期までの各期においては潜在株式は

存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、第29期及び第30期においては希薄化効果を有する潜在

株式がないため、記載しておりません。

４　株価収益率については、第26期から第28期までの各期においては１株当たり当期純損失であるため、記載し

ておりません。

５　第26期は、決算期変更により平成21年４月１日から平成22年７月31日までの16ヶ月間となっております。

６　第29期は、決算期変更により平成24年８月１日から平成24年11月30日までの４ヶ月間となっております。

７　当社は、平成25年６月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。１株当たり

純資産額及び１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）は、当該分割が第26期の期首に行われたと仮定し

算定しております。
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２【沿革】

年月 変遷の内容

昭和59年４月 本多通信工業株式会社グループ企業が出資する本多通信工業グループ会社として本多エレクトロン株

式会社を資本金1,000万円で設立、本店を目黒区碑文谷に設置、通信回線用機器の設計、製造を開始

（後にデジタルホームネットワーク事業。現：デバイス事業）

昭和59年６月 岩手県水沢市に水沢工場開設、ファクシミリ組み立てなど一部操業開始

昭和60年８月 岩手県花巻市に花巻工場第１期工事完成、操業開始

昭和60年10月 富士通株式会社半導体事業部岩手工場向けホットチャックプローバーの開発により半導体製造装置事

業を開始

昭和61年５月 株式会社富士銀行向けの回線切替装置の開発によりシステム＆サービス事業を開始

昭和61年８月 財団法人岩手県高度技術振興機構の設立に参加

昭和62年２月 花巻工場に水沢工場を統合

昭和62年７月 花巻工場第２期工事完成、操業開始

昭和62年８月 港区芝浦に本店移転

昭和63年４月 富士通株式会社端末機事業部向けネットワーク監視システム用モデムアダプタの開発によりモデム事

業（後にデジタルホームネットワーク事業。現：デバイス事業）を開始

平成10年９月 北部通信工業株式会社及び同グループ会社が筆頭株主となる

平成10年11月 中央区日本橋本町に本店移転

平成11年10月 ＩＳＯ品質認証取得（ＩＳＯ9001　ＪＱＡ－ＱＭ3856）

平成12年６月 北部通信工業株式会社及び同グループ会社保有の全当社株式をエフェットホールディング株式会社及

びエフェットホールディング株式会社運用の投資ファンドに譲渡

平成14年２月 ＤＤＩポケット株式会社（現株式会社ウィルコム）向けにＰＨＳ方式で世界初の128Ｋｂｐｓデータ

通信カードを発売、モバイル＆ワイヤレス事業（現：デバイス事業）が拡大

平成14年６月 花巻Ｒ＆Ｄセンターを開設

平成15年２月 モバイル＆ワイヤレス事業強化を目的としてジェコム株式会社を100％子会社化

平成15年４月 ジェコム株式会社を合併

平成15年４月 東京Ｒ＆Ｄセンターを開設

平成15年９月 東京都中央区京橋に本店移転

平成15年12月 ＩＳＯ環境認証取得（ＩＳＯ14001　ＪＱＡ－ＥＭ3575）

平成16年６月 株式会社インデックスが大株主からの株式譲受により当社を子会社化、出資比率64.43％

平成17年１月 ＢＣＮ AWARDモデム部門で最優秀賞受賞

平成17年６月 半導体製造装置事業を芝浦メカトロニクス株式会社に営業譲渡

平成17年８月 インデックスネットワークス株式会社に商号変更

平成17年９月 株式会社ネットインデックスに商号変更

平成17年９月 100％子会社である株式会社本多エレクトロン花巻工場を新設物的分割により設立、同月22日に株式

会社ネットインデックス・イー・エスに商号変更

平成17年９月 100％子会社である株式会社ネットモバイルを設立、3.5Ｇ／次世代端末の開発を開始しモバイル＆ワ

イヤレス事業を強化

平成19年３月 新規携帯事業者株式会社イー・モバイル向けに3.5Ｇデータ通信カードを発売開始

平成19年６月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成19年10月 システム＆サービス事業の強化を目的として株式会社テック・インデックスを子会社化

平成21年２月 子会社株式会社テック・インデックスの全株式を売却

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に上場

平成22年８月 東北地区に携帯電話販売店「ウィルコムプラザ」を開設し、サービス＆ソリューション事業を開始

平成22年11月 子会社各社（株式会社ネットインデックス・イー・エス及び株式会社ネットモバイル）を吸収合併

岩手県花巻市に本店を移転

平成24年２月 サービス＆ソリューション事業を株式会社コスモネットに事業譲渡

平成24年７月 株式会社フィスコが当社を子会社化（議決権比率53.59%）

株式会社フィスコからイー・旅ネット・ドット・コム株式会社の株式を取得し、イー・旅ネット・

ドット・コム株式会社及び同社の子会社３社を子会社化するとともに、インターネット旅行事業を開

始

平成24年12月 株式会社ネクスに商号変更

平成25年12月 株式会社ネクス・ソリューションズ及びＣａｒｅ Ｏｎｌｉｎｅ株式会社（株式会社ケア・ダイナミ

クス）を子会社化
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年月 変遷の内容

平成26年１月 株式会社ネクス・ソリューションズが株式会社ＳＪＩのシステム開発事業の一部を吸収分割により承

継

（注）平成27年４月１日付で当社は、株式会社ネクスグループに商号を変更するとともに、新設分割を行い、当社のデバ

イス事業（農業ICT事業を除く。以下「承継事業」という。）を新設会社株式会社ネクスに承継させ、持株会社に

移行する予定であります。

 

３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び連結子会社５社から構成されております。また、当社グループは、当社の主たる親会社

である株式会社フィスコのグループに属しております。

　当連結会計年度末における当社グループのセグメントの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは

次のとおりであります。

（1）デバイス事業

　当社は、通信機器の製造だけでなく通信の基本機能を担うモデム技術、ならびに製品化に必要なソフト、ハード両

面の開発技術力をもった通信機器の開発型メーカーであり、無線を利用した通信機器の開発、有線として電力線を利

用したＰＬＣモデム（Power LineCommunicationモデム/電力線モデム）の開発、システム開発、製造、販売、保守

サービス等を行っております。

　また、当連結会計年度において、株式の新規取得により、子会社が２社（株式会社ネクス・ソリューションズ、株

式会社ケアオンライン）増加しております。このうち、株式会社ネクス・ソリューションズは、吸収分割により、株

式会社ＳＪＩからシステム開発事業を承継しております。

　これにともない、システム開発事業及び介護事業所向けASPサービス事業に新規参入しております。

　なお、システム開発事業については株式会社ネクス・ソリューションズ、介護事業所向けASPサービス事業につい

ては株式会社ケアオンラインが営んでおります。株式会社ケアオンラインは、当連結会計年度において、Ｃａｒｅ

Ｏｎｌｉｎｅ株式会社より商号を変更しております。

　また、前連結会計年度において設立した子会社、星際富通（福建）網絡科技有限公司は、中国におけるモバイル通

信機器関連商品の仕入及び販売を主な事業内容としております。

（2）インターネット旅行事業

　当社の連結子会社であるイー・旅ネット・ドット・コム株式会社及びその子会社である株式会社ウェブトラベルに

よるインターネットを通じた旅行事業であります。主なサービス内容としては、インターネットを介して全国の旅行

会社に旅行プランの見積りができる「旅行見積りサービス」で顧客の望む最適な旅行プランを提供しております。ま

た、インターネット上で、旅行経験豊富な旅づくりの専門家「トラベルコンシェルジュ」が、お客様のご希望に沿っ

たオーダーメード型の旅行プランを無料でご提案する「コンシェルジュ・サービス」や、世界一周旅行を希望するお

客様に対して、専門的なノウハウの提供や最適な旅行プラン作成サービス、中国人の顧客向けにオーダーメイド型旅

行プラン作成のサービスを行っております。

 

　以上に述べた事項を表によって示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 事業内容 担当会社

デバイス事業 各種無線方式を適用した通信機器の開発、販売

ＰＬＣモデムの開発、販売

上記にかかわるシステムソリューション提供及び

保守サービスの提供

㈱ネクス

 システム開発

クラウドサービス

㈱ネクス・ソリューションズ

 介護事業所向けASPサービス ㈱ケアオンライン

 中国におけるモバイル通信機器関連商品の仕入及び

販売

星際富通（福建）網絡科技有限公

司

インターネット旅行事業 旅行関連商品のe-マーケットプレイス運営

法人及び個人向旅行代理業務

旅行見積りサービス

コンシェルジュ・サービス

イー・旅ネット・ドット・コム㈱

㈱ウェブトラベル

 

（注）株式会社ケアオンラインは、平成27年１月19日付で商号を株式会社ケア・ダイナミクスに変更しております。
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　また、事業の系統図は、次のとおりであります。

（注）１．SIer：システムインテグレーター

２．株式会社ケアオンラインは、平成27年１月19日付で商号を株式会社ケア・ダイナミクスに変更しておりま

す。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は出
資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所有
割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）      

シークエッジ インベストメン

ト インターナショナル リミ

テッド

Wanchai,

Hong Kong

1,000

千香港ドル
貿易業、投資業

被所有 57.47

(57.47)
－

（親会社）      

株式会社フィスコ（注）２ 東京都港区 1,210
情報サービス事業、コンサルティン

グ事業

被所有 57.47

(24.36)
役員の兼務有り

（その他の関係会社）      

株式会社ダイヤモンドエージェ

ンシー（注）８
東京都港区 407 広告代理業 被所有 24.36 役員の兼務有り

（連結子会社）      

株式会社ネクス・ソリュー

ションズ（注）３、５
東京都港区 300 デバイス事業 80.00 役員の兼務有り

株式会社ケアオンライン

（注）７
東京都港区 10 デバイス事業 100.00 役員の兼務有り

星際富通（福建）網絡科技有

限公司（注）３
中国福建省福州市 150 デバイス事業 100.00 －

イー・旅ネット・ドット・コ

ム株式会社（注）３
東京都港区 373 インターネット旅行事業 94.05 役員の兼務有り

株式会社ウェブトラベル

（注）６
東京都港区 80 インターネット旅行事業

94.05

(94.05)
役員の兼務有り

（注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　株式会社フィスコは、有価証券報告書を提出しております。

３　株式会社ネクス・ソリューションズ、星際富通（福建）網絡科技有限公司及びイー・旅ネット・ドット・コ

ム株式会社は、特定子会社に該当しております。

４　「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

５．株式会社ネクス・ソリューションズについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等     (1）売上高      1,707,495千円

(2）経常利益       19,560千円

(3）当期純利益      6,950千円

(4）純資産額      606,511千円

(5）総資産額    1,175,265千円

６　株式会社ウェブトラベルについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えておりますが、インターネット旅行事業の売上高に占める株式会社ウェブトラベルの売

上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えているため、主要な損益

情報等の記載を省略しております。

７　株式会社ケアオンラインは、当連結会計年度において、ＣａｒｅＯｎｌｉｎｅ株式会社から商号を変更して

おります。また、株式会社ケアオンラインは、平成27年１月19日付で商号を株式会社ケア・ダイナミクスに

変更しております。

８　株式会社ダイヤモンドエージェンシーは、平成27年２月12日付で商号を株式会社フィスコダイヤモンドエー

ジェンシーに変更しております。
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

平成26年11月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 204

インターネット旅行事業 12

全社共通 19

合計 235

（注）１　従業員数は就業人員であり、従業員の中には社外からの受入れ出向者を含み、社外へ出向している者は除い

ております。

２　従業員数にはパートタイマー、アルバイト及び派遣社員を含めておりません。

３　デバイス事業及び全社（共通）従業員数の増加は主に、株式会社ネクス・ソリューションズが平成26年１月

31日付で株式会社ＳＪＩを分割会社とする吸収分割を実施し、株式会社ＳＪＩが営んでいた中部事業部、関

西事業部及び九州事業部におけるシステム開発事業を承継したことによります。

 

（2）提出会社の状況

平成26年11月30日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

38 42.7 7.7 5,098

 

セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 33

全社共通 5

合計 38

（注）１　従業員数は就業人員であり、従業員の中には社外からの受入れ出向者を含み、社外へ出向している者は除い

ております。

２　従業員数にはパートタイマー、アルバイト及び派遣社員を含めておりません。

３　デバイス事業の従業員数の減少は主に、自己都合退職によります。

４　平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

 

（3）労働組合の状況

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和等により企業の業況感の改善が進み、

設備投資や雇用は回復傾向にあり、物価は緩やかながらも上昇いたしました。一方、個人消費については消費税率

引上げに伴った弱い動きもみられるほか、円安による資源エネルギー価格の上昇等もあり、その先行きは不透明な

状況となっております。

　当社が属する情報通信関連市場はスマートフォンやタブレット端末といった「スマートデバイス」への急速なシ

フトと、LTEによる通信ネットワークの高速化が引き続き浸透しつつあり、サービスや端末等における同質化が進

む中、通信事業者、新規参入者が相次ぐMVNO事業者各社は更なる顧客開拓を目指しており、こういった激しい競争

が続く中で、特にモバイル通信関連市場の環境はウェアラブル端末などの新しい差別化商品創出の兆しが見られる

など変革がおきつつあり、新たな局面を迎えております。

　一方で情報通信関連市場全体ではクラウドコンピューティングの普及を始めとする企業情報システムの変化、多

様な情報のデータ化と収集によるビジネスへの活用、システムへの需要増加などよりいっそうの拡大が期待されて

おります。なかでもM2M分野
＊１

においては、急速な市場拡大が見込まれており、市場規模は2013年に約2,300億円

であったものが、2018年には１兆円を超える試算があるなど、引き続き非常に関心が高まっております。

 

＊１　「M2M」とは、ネットワークにつながれた機器同士が相互に情報を交換し、さまざまな制御を自動的に行う

システムで、人手を介することなく相互に情報交換できることが大きなメリットです。そのため、パソコンや

サーバーだけではなく、車両運転管理システムとの融合による運転状況の管理、自動販売機の在庫管理や故障

等のモニタリング、エレベーターやATMの遠隔監視や故障等のモニタリング、電気・ガスのメーターの遠隔検針

やセキュリティ対策など、多種多様な分野で導入されています。

 

　このような事業環境において、今期より新たに子会社化した、システム開発会社である株式会社ネクス・ソ

リューションズ（以下「ネクス・ソリューションズ」といいます。）、介護事業者向けASPシステムを提供する株

式会社ケアオンライン（以下「ケアオンライン」といいます。なお、2015年１月19日付で商号を株式会社ケア・ダ

イナミクスに変更しております。）を含めたネクスグループとして、2014年４月に、新たな事業戦略を発表しまし

た。

　今まで、ネクス単体として通信デバイス製品の開発・提供をおこない、この分野でのM2Mの領域拡大を図ってき

ました。今後は、ネクス・ソリューションズにおいて、デバイスソフトウェアの開発や、サーバーアプリケーショ

ンの開発も行う事で、成長を続けるM2M市場に対してバリューチェーンの垂直統合を進め①ワンストップサービス

によるメリット提供、②バリューチェーン全体での利益最大化を目指すこととしました。
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　ネクス・ソリューションズはまたグループ間のシナジーを活かした具体的な取り組みとして、2014年７月にオー

トバイ向けの通信機能付きデータロガーの開発を開始しました。通信モジュールに関してはネクス、様々なデータ

を収集し解析を行なうトラッキングアプリに関しては、ネクス・ソリューションズが開発を行ない、試作機の試験

導入および継続した開発のため「Team WINNER Z-TECH & NCXX Group」を結成し、鈴鹿８時間耐久ロードレースに

参戦をしました。レースでは気温は35度を超え、路面温度も60度を超える中、急な豪雨に見舞われるといった特殊

な環境下での試験機運用となりましたが、故障や通信が途切れる事もなく、チームの完走と共に、データロガーも

最後まで安定した結果を出す事が出来ました。今後も、試作機をもとに様々な利用シーンに併せて製品としてのス

ペックを変更する事と、利用シーンに応じたアプリケーションの提供を行い、ユーザビリティーを高める事で、法

人向けや一般のバイク愛好家、アマチュアライダーに向けての製品提供を目指し、引き続き開発を進めておりま

す。

　また、農業ICT事業（NCXX FARM）に関しても、スマートフォンから遠隔にあるビニールハウスの環境データの確

認や自動制御が出来るシステムアプリケーションの開発を行い、2014年10月に開催された次世代農業EXPOにおいて

出展を行っております。

　さらに、親会社である株式会社フィスコと共同の事業として、2014年８月に上場企業の投資情報を提供するス

マートフォンアプリ『FISCO』を開発すると同時に、本アプリのホワイトラベル（OEM）提供によるクラウドサービ

ス事業を新たに開始しました。

   

 

トラッキングアプリ  スマートフォンアプリ『FISCO』

 

　ネクスのデバイス事業につきましては、2014年５月に、Quad-band LTE に対応した USB 型データ通信端末

UX302NC/UX312NCの販売を開始しました。同製品はM2M分野の中核商品としてゲーム機器やモバイルコンピューティ

ングなど様々な用途に使われております。

　また2014年6月には、ハンディ型の業務用 IP 無線機のハードウェアの設計及び提供開始を発表し、これまで、

おこなっていた通信モデム部（通信機部）をコア技術とした開発・製造だけではなく、アプリケーションを複数搭

載できる高いパフォーマンスを有した通信機器の開発も手がけました。タッチパネルに対応した見やすく大きな

ディスプレイと、IP65相当の防水・防じん性能を備えており、工事業、運送業、警備業者、その他の過酷な現場環

境での使用を想定した機種になります。
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 UX302 NC

 UX312 NC

IP無線機 SoftBank 301SJ    

 

　また、M2M分野のドメイン拡大の領域の１つとして、これからの成長が期待される介護業界及びロボット業界に

参入すべく、2014年４月には、ロボット関連製品のメーカーであるヴイストン株式会社と介護ロボットの共同開発

を開始しました。医療法人や社会福祉法人、または地方自治体など試験機の導入先も決まり、製品化に向けた準備

を進めております。

　農業ICT事業（NCXX FARM）については、2014年７月に、岩手大学と共同で「農業ICTを活用した施設栽培におけ

る病気予防策」に関する研究を開始しました。施設栽培における最も大きな課題の一つであるカビなどによる病気

の発生を抑える為に、①静電気を利用したカビ胞子の捕集②静電気により発生するイオンを用いたカビ胞子の不活

性化の実証実験を行います。ICTシステムにこれらの装置を組み込み制御することで施設内のカビの防除を行うだ

けではなく、実証試験による研究データの集積により病気発生予測を行い、事前に環境を制御することで、低コス

トで病気抑制を実現できる施設栽培システムの構築を目指します。

　また、前述しましたネクス・ソリューションズとともに開発したICTシステムを出展しました国際次世代農業

EXPO（通称アグリネクスト）に、弊社農業ICTシステムの出展を行い、多数のお客様に訪問いただいております。

 

　インターネット旅行事業につきましては、スマートフォンの浸透もあり、ネット上には多くの旅行情報があふれ

ています。旅行情報の中には、観光地情報の他、航空・鉄道といった交通機関の情報や宿泊情報など、多岐にわ

たっています。それら情報の中から消費者自らが実際の旅行手配に活用するとなると、それなりの知識と経験が必

要になります。特に周遊型の旅行の場合、予約変更や取り消しなどで思わぬリスクにさらされる危険性を伴いま

す。

　イー旅ネットグループでは氾濫する旅行商材と多様化・高度化する消費者ニーズに対応でき、多くのお客様から

満足度の高いコメントを多数頂いております。その背景には、厳選された320名もの経験豊富な「トラベルコン

シェルジュ」（旅行コンサルタント）」が登録されている、日本で唯一のインターネットによるオーダーメイド旅

行会社としての体制を構築できたことに他なりません。

　トラベルコンシェルジュが中心となり企画した「こだわる人の旅」では、毎月新しい「こだわりの旅」を発表し

ています。９月には「イタリアの田舎を満喫体験『アグリツーリズモ』」、10月には「冬だけの幻想的なヨーロッ

パ『クリスマスマーケット』」、11月には「たからものが集まる『フランス蚤の市』」をリリースいたしました。

これからも継続してこだわりの旅をご案内してまいります。
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　連結業績につきましては、ネクス単体のデバイス事業において、既存製品のうちの1機種の売上が減少いたしまし

た。当該製品は、当期において顧客からの更なる価格低下の要求がありましたが、長期間の導入実績がある製品であ

るものの、粗利率が10%以下と低く、また近々製品ライフサイクルの終焉を迎える製品であること、さらに一定期間

の製品提供責任を負うなかでの為替変動による原価高騰のリスクがあることなどを鑑み、今期販売予定を取りやめた

ものです。また、今期販売を開始した他の新製品と受託開発製品において、顧客からの要望による仕様変更等による

開発期間延長にともない、販売開始タイミングが当該第１四半期から第２四半期以降にずれ込みました。その結果、

当該製品が予定していた販売計画が順延し、売上の一部がやむなく来期にずれ込むことになりました。

　また、以前より円安対策の一環としておこなっていたヘッジ手段である外国為替証拠金取引のポジションの解除に

伴い為替差益が計上されました。来期以降につきましては、ヘッジ手段として為替予約等を採用し、ヘッジ対象であ

る輸入仕入調達にかかる外貨建金銭債務との損益計上のタイミングを合わせたヘッジ会計を適用することで、当期の

ように為替差損益が営業外収益ではなく営業利益に計上され、業績予想の変動の低いリスクヘッジを行う予定にして

おります。

 

　上記の結果、売上高においては、6,375百万円（対前期比28.8%増）となりました。営業利益は82百万円（対前期比

68.3%減）、経常利益は692百万円（対前期比42.0%増）となり、当期純利益は630百万円（対前期比46.5%増）となり

ました。昨今の円安基調のため一部製品の仕入原価高騰の影響を受け営業利益は減少しましたが、従前より取り組ん

でいた仕入原価安定策の一環であるデリバティブ取引（外国為替証拠金取引）が奏功し、営業利益減少分を上回る為

替差益を営業外収益として計上しております。

 

　当連結会計年度におけるセグメントごとの業績は以下のとおりであります。

(デバイス事業)

　今期製造を開始したQuad-band LTE に対応した USB 型データ通信端末および、ハンディ型の業務用 IP 無線機の

２機種の売上が進捗し、その他カーナビやタクシー無線用などの車載向け製品等を含めたM2M分野全体の売上は2,545

百万円となりました。

　ネクス・ソリューションズにつきましては、分割効力発生日の関係から2014年2月からの売上を計上したことで

1,707百万円となりました。

　売上全般については、前述の通り既存製品のうちの長期間の導入実績の有る一機種において価格低下の要求があり

ましたが、為替変動のリスク等を鑑み販売を取りやめたこと、さらに今期販売を開始した他の新製品と受託開発製品

において、顧客からの要望による仕様変更等による開発期間延長にともない、販売開始タイミングがずれ込んだこと

により、売上の一部が来期にずれ込みました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は4,613百万円（対前期比46.5%増）、営業利益は前述した円安基調の影響から

183百万円（対前期比41.0%減）となりました。

 

(インターネット旅行事業)

　当連結会計年度の売上高は、イタリア、スペイン、フランス方面のハネムーンを中心とした海外旅行事業売上が

1,636百万円、国内旅行事業売上が125百万円、合計1,762百万円（対前期比2.0%減）となりました。営業利益は、継

続した経費節減策が功を奏し販売管理費比率が2.5％減少し、37百万円（対前期比119.8%増）となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較

して2,677百万円増加し、3,930百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により獲得した資金は1,448百万円（前期は409百万円の資金支出）となりました。これは主に、資金の

減少要因として仕入債務の減少額128百万円、資金の増加要因として税金等調整前当期純利益742百万円、デリバ

ティブ債権の減少額411百万円及び前渡金の減少額253百万円があったことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は851百万円（前期は75百万円の資金獲得）となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出134百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出51百万円、子会社株式の

追加取得による支出162百万円、事業譲受による支出342百万円があったことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　財務活動により獲得した資金は2,072百万円（前期は1,241百万円の資金獲得）となりました。これは主に、短期

借入金の純減少額152百万円及び長期借入金の返済による支出199万円があったものの、長期借入れによる収入940

百万円、社債の発行による収入1,209百円及び株式の発行による収入281百円があったことによります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％）

デバイス事業 3,741,131 152.1

合計 3,741,131 152.1

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、製造原価によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）受注実績

　当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

デバイス事業 2,932,864 70.5 542,203 30.4

合計 2,932,864 70.5 542,203 30.4

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

デバイス事業 4,613,375 146.5

インターネット旅行事業 1,762,051 98.0

合計 6,375,427 128.8

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。なお、株式会社ウィルコム及び西菱電機株式会社については、当連結会計年度または前連結会計

年度において販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため、当該年度の記載を省略して

おります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

加賀電子株式会社 1,572,025 31.8 1,069,297 16.8

株式会社ウィルコム 224,304 4.5 － －

西菱電機株式会社 － － 705,642 11.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

　当社グループは営業利益黒字化の継続並びに売上拡大を目指すことが当面の対処すべき課題であると認識してお

り、以下に示す取り組みを推進してまいります。

（1）事業構造改革の推進

　株式会社ネクス・ソリューションズ、株式会社ケアオンラインをはじめとするグループ会社相互のグループシ

ナジー、組織再編や取引先口座共有による営業力の強化、事業収益性の強化を図ります。なお、株式会社ケアオ

ンラインは、平成27年１月19日付で商号を株式会社ケア・ダイナミクスに変更しております。

（2）デバイス事業の拡大

　M2M市場に加えてコンシューマ市場への新製品を開発、投入することにより更なる事業の拡大を目指します。

（3）財務体制の強化

　今後の成長に向けた各種資本政策を推進してまいります。

（4）事業ポートフォリオの分散化

　今まで培ってきた通信機器開発のノウハウをベースに異業種へのICT化を推進してまいります。

（5）ブランドイメージ戦略

　積極的な広報活動の推進を行ってまいります。

（6）成長分野と通信の融合

　農業事業、ロボット事業など、今後の成長が期待される分野と当社グループの持つ技術資産を融合させ、新た

なサービスを創造してまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項について記載しております。

また、当社は、当社でコントロールできない外部要因や、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても投資

判断上重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から、以下に開示しております。

　以下の記載は当社株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありません。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループが判断したものであり、不確実

性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

（1）事業の特徴について

① 研究開発型企業であることについて

　当社は、研究開発型企業であるため、常に新しい技術を社内に蓄積していくことが競争力の源泉となります。こ

のため、優秀な技術者の確保と育成が困難になった場合、または優秀な人材が流出した場合、当社の事業及び業績

に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社では、研究開発活動等によって技術等の進展に対応していく方針でありますが、当社が想定していな

いような新技術等により事業環境が変化した場合、必ずしも迅速には対応できないおそれがあります。また事業環

境の変化に対応するために研究開発費等の費用が多額となる可能性も否定できません。このような場合には、当社

グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 特定セグメントへの依存度について

　平成26年11月期において、モバイル通信機器などを中心としたデバイス事業の売上高が当社の総売上高の72.4％

を占め、高い比率となっております。このため、携帯電話やその他通信機器の市場動向等によるデバイス事業の業

績の変動や、他のセグメントの成長が当社の計画を大きく下回るような場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす

可能性があります。

③ ファブレス経営について

　当社は、製品の製造の大部分を外部にアウトソースしております。このため、アウトソース先企業の経営状況や

当社グループによる今後のアウトソース先の開拓・維持、および社内製造の対応の状況が、当社の事業及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。

④ 通信事業者との関係について

　当社の主力製品であるデータ通信端末などのモバイル通信機器は、通信事業者の仕様に基づいて開発、生産さ

れ、通信事業者が全量を買い取る取引形態となっております。このため、通信事業者との契約の内容の変更、販売

価格や取引条件の変更、及び新規契約の成否が、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ モバイル通信機器需要の変動について

　当社が開発、製造しているデータ通信端末などのモバイル通信機器は、製品間の競争が激しく、技術の進化、競

合　製品の状況等により需要動向が大きく変動する傾向を有しております。また、短期間で新製品が投入されると

いう性質を持っております。当社では、ファブレス経営により需要の変動に対応していく方針でありますが、現時

点において当社が開発、製造する製品数は少なく特定の製品に依存しているため、競合会社の事業戦略や顧客ニー

ズの変化等によるモバイル通信機器の需要動向の大幅な変化や販売価格の低下等により、当社の事業及び業績に影

響を及ぼす可能性があります。

（2）特定取引先への依存について

 特定のアウトソース先への依存について

　平成26年11月期において、TRICHEER TELECOMMUNICATION LTDへの外注金額が当社の加工外注総額の44.6％を占

め、当社の主要なアウトソース先となっております。これは、当社のモバイル通信端末の製造をアウトソースして

いるためであり、両社の取引方針の変更や生産体制の変更等が、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

（3）知的財産権の保護に関するリスクについて

　当社は、研究開発型企業として複数の知的財産を保有し、特許権の出願・登録、意匠権・商標権の登録を行って

おります。当社は、当社の開発、製造する製品が第三者の知的財産権を侵害することがないよう努めており、現時

点において侵害はないものと認識しております。ただし、将来において第三者の知的財産権への侵害が生じてしま

う可能性は否定できません。当社が第三者の知的財権を侵害した場合、損害賠償請求、信用低下、企業ブランド価

値の劣化などにより、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社の知的財産が第三者に

よって侵害された場合には、侵害者に対する訴訟やその他防衛策を講じるために経営資源を割くことを余儀なくさ

れ、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

（4）品質管理について

　当社は、モバイル通信機器の開発、製造を行っており、製品に不具合が生じた場合、製品の回収や修理が必要と

なり、製品の欠陥が理由で事故が生じた場合、製造物責任法（ＰＬ法）により損害賠償請求を受ける可能性があり

ます。

　当社では、こうした不具合・事故が生じないよう、外注先、仕入先の管理を含め品質管理体制の整備、安全性の

向上、法令遵守を推進することに加え、事故が生じたときのために製造物賠償責任保険（ＰＬ保険）に加入してお
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ります。しかしながら、当社グループの予見できない事由により、重大な不具合やＰＬ法に抵触する事態が生じた

場合、回収・修理費用や損害賠償の負担、当社グループに対する顧客企業及び社会全般からの信用低下、企業ブラ

ンドの価値劣化などにより、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

（5）通信に関する法的規制等について

　当社は、電波法による規制を受ける製品を中心に開発しております。このため、電波法及び通信にかかわる法的

規制等の動向が、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

（6）個人情報保護について

　当社では、モバイル通信機器の販売・サポート等に関連して個人情報等を保持しております。当社では、取得し

た個人情報等の外部漏洩を防止するため、個人情報へのアクセス制限、定期的な内部監査による内部統制の強化な

どにより十分な注意を払っておりますが、個人情報の漏洩が生じた場合、法令違反、顧客企業との契約上の守秘義

務違反を引き起こす可能性があります。こうした事態が発生した場合、顧客企業等からの損害賠償請求や、当社に

対する顧客企業及び社会全般からの信用低下、企業ブランドの価値劣化などにより、当社の事業及び業績に影響を

及ぼす可能性があります。

（7）会社組織について

　当社は、さらなる成長を達成し、同時に内部管理体制を一段と強化するために、今後の事業発展の段階に応じ

て、優秀な人材の強化、および管理部門組織の一層の充実を図る必要があると考えております。このため、事業展

開に必要な段階で人材を強化できない場合や優秀な人材が流出した場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能

性があります。

（8）親会社との関係について

　株式会社フィスコ（東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）上場）は、当連結会計年度末日において、間接所

有割合を含め、当社の議決権総数の57.47％を保有している親会社であり、当社は株式会社フィスコを中心とする

企業グループ（以下、「親会社グループ」という。）に属しております。このため、親会社グループの経営方針の

変更等が、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、株式会社フィスコの親会社であるシークエッジ インベストメント インターナショナル リミテッド（非

上場）は、当社の議決権総数の過半数を間接的に保有している親会社であります。このため、同社の経営方針の変

更等も当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

（9）為替相場の変動

　当社は価格競争力及び収益力の向上を目的として、中国ＯＤＭメーカーに当社製品の一部を生産委託しておりま

す。そのため外貨建ての取引が為替相場の変動による影響を受けることとなります。当社におきまして、今年度デ

リバティブ取引（外国為替証拠金取引）の解除を行うとともに今後は為替予約等の活用や商品ポートフォリオの組

み換え等により影響の軽減に努めておりますが、今後の取引の状況及び為替相場の動向により当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成25年12月11日開催の取締役会において、株式会社ＳＪＩが営む中部事業部、関西事業部及び九州事業部

におけるシステム開発事業に関して有する権利義務を、当社の子会社である株式会社ネクス・ソリューションズが承継

する会社分割（吸収分割）を行うことを決議しました。

　会社分割の概要は次のとおりであります。

(1）会社分割の目的

　当社グループが、株式会社ＳＪＩが営む中部事業部、関西事業部及び九州事業部におけるシステム開発事業を吸

収分割により承継することにより、ハードウェアの開発技術や組み込みのノウハウと分割会社の高いシステム開発

力との高い相乗効果を期待することができ、デバイス製品だけの提供に留まらず、専用システムも併せたユーザビ

リティの高いパッケージ製品の提供、また株式会社ネクスの製品開発時に必要となる様々なソフト開発やシステム

開発の外注の内製化を実現することができます。さらには、当社グループではリーチできなかった、各地の有力企

業に対する営業インフラを構築することができ、遠隔監視用製品や車載用製品等のM２M製品の更なる販売に寄与

し、事業拡大することを目的としております。

(2）会社分割の方法

　株式会社ＳＪＩを分割会社とし、株式会社ネクス・ソリューションズを承継会社とする吸収分割

(3）分割期日

　平成26年１月31日

(4）吸収分割に係る割当ての内容

　株式会社ネクス・ソリューションズは、本吸収分割の対価として、株式会社ＳＪＩに対し、480,000千円及び株式

会社ネクス・ソリューションズの株式2,400株（１株当たり50,000円）を交付します。

(5）吸収分割に係る割当ての内容の算定根拠

　本吸収分割の対価の算定にあたって、公正性・妥当性を確保するため、当社グループから独立した第三者算定機

関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社を選定し、吸収分割承継会社の株価算定を依頼しました。

　東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社は、吸収分割承継会社の価値について、今後事業の継続を前提と

しており、事業計画書も作成されていることから、収益性及び将来性等に着目した方式であるディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー方式（ＤＣＦ方式）により算定いたしました。その株価算定の結果を慎重に検討し、承継

する資産及び負債の時価相当額、将来の見通し等の要因を総合的に勘案して、当社と株式会社ＳＪＩで協議を重ね

て決定しました。

(6）分割する事業の経営成績

 平成25年３月期（百万円）

売上高 2,259

売上総利益 395

営業利益 346

(7）分割する資産、負債の状況（平成26年１月31日現在）

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円）

流動資産 243 流動負債 215

固定資産 51 固定負債 －

合計 295 合計 215

(8）吸収分割承継会社となる会社の概要（平成26年１月30日現在）

①　商号 株式会社ネクス・ソリューションズ

②　本店の所在地 東京都港区南青山五丁目４番30号

③　代表者の氏名 代表取締役　石原　直樹

④　資本金又は出資の額 300,500,000円

⑤　純資産の額 479百万円

⑥　総資産の額 620百万円

⑦　事業の内容 システム開発事業
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６【研究開発活動】

　当連結会計年度の研究開発活動は当社の主力事業であるデバイス事業分野においてスマートフォンやタブレット端

末といった「スマートデバイス」への急速なシフトと、LTEサービスによる通信ネットワークの高速化が引き続き浸

透しつつあり、サービスや端末等における同質化が進む中、通信事業者、新規参入者が相次ぐMVNO事業者各社は更な

る顧客開拓を目指し激しい競争が続く中で、特にモバイル通信関連市場の環境はウェアラブル端末などの新しい差別

化商品創出の兆しが見られるなど変革がおきつつあり、新たな局面を迎えております。一方で情報通信関連市場全体

ではクラウドコンピューティングの普及を始めとする企業情報システムの変化、多様な情報のデータ化と収集による

ビジネスへの活用、システムへの需要増加などよりいっそうの拡大が期待されております。なかでもM2M市場におい

ては2018年には１兆円を超える試算があるなど引き続き急速な市場拡大が見込まれております。このような事業環境

において、今期より新たに子会社化した、システム開発会社である株式会社ネクス・ソリューションズ（以下「ネク

ス・ソリューションズ」といいます。）、介護事業者向けASPシステムを提供する株式会社ケアオンライン（以下

「ケアオンライン」といいます。なお、2015年１月19日付で商号を株式会社ケア・ダイナミクスに変更しておりま

す。）を含めたネクスグループとして、2014年４月に、新たな事業戦略を発表しました。今まで、ネクス単体として

通信デバイス製品の開発・提供をおこない、この分野でのM2Mの領域拡大を図ってきましたが今後は、ネクス・ソ

リューションズにおいて、デバイスソフトウェアの開発や、サーバーアプリケーションの開発も行う事で、成長を続

けるM2M市場に対してバリューチェーンの垂直統合を進め①ワンストップサービスによるメリット提供、②バリュー

チェーン全体での利益最大化を目指すこととしました。

　以上により当連結会計年度における当社グループの研究開発費は受託開発費226,876千円も含め、228,283千円とな

りました。

　セグメントごとの研究開発活動は次のとおりであります。なお、インターネット旅行事業においては研究開発活動

を行っていないため、記載しておりません。

 

デバイス事業

　デバイス事業においては2014年５月に、Quad-band LTE に対応した USB 型データ通信端末 UX302NC/UX312NCの販

売を開始、また2014年6月には、ハンディ型の業務用 IP 無線機のハードウェアの設計及び提供開始を発表し、これ

まで、 おこなっていた通信モデム部（通信機部）をコア技術とした開発・製造だけではなく、アプリケーションを

複数搭載できる高いパフォーマンスを有した通信機器の開発も手がけました。また、M2M分野のドメイン拡大のた

め、これからの成長が期待される介護業界及びロボット業界に参入すべく、2014年４月には、ロボット関連製品の

メーカーであるヴイストン株式会社と介護ロボットの共同開発 を開始しました。医療法人や社会福祉法人、または

地方自治体など試験機の導入先も決まり、製品化に向けた準備を進めております。またネクス・ソリューションズと

ともに2014年７月にオートバイ向けの通信機能付きデータロガーの開発を開始しました。通信モジュールに関しては

ネクス、様々なデータを収集し解析を行なうトラッキングアプリに関しては、ネクス・ソリューションズが開発を行

ない、試作機の試験導入および継続した開発のため「Team WINNER Z-TECH & NCXX Group」を結成し、鈴鹿８時間耐

久ロードレースに参戦をしました。レースでは過酷な環境下での試験機運用となりましたが、故障や通信が途切れる

事もなく、チームの完走と共に、データロガーも最後まで安定した結果を出す事が出来ました。さらに、ネクスソ

リューションズ単体として親会社である株式会社フィスコと共同の事業として、2014年８月に上場企業の投資情報を

提供するスマートフォンアプリ『FISCO』を開発すると同時に、本アプリのホワイトラベル（OEM）提供によるクラウ

ドサービス事業を新たに開始しました。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。なお、キャッシュ・

フローの状況については、「１　業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成しておりま

す。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与

える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案して合理的に判断しておりま

すが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当社の連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況」の連結財務諸表の「連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表における重要

な見積りの判断に影響を及ぼすものと考えております。

　 繰延税金資産

　企業会計上の収益・費用と、課税所得計算上の益金又は損金の認識時点が異なることから、会計上の資産・負債

と課税上の資産・負債の額に一時的な差異が生じる場合において、一定期間内における回収可能性に基づき貸借対

照表への繰延税金資産計上の要否を検討しております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依

存しますので、その見積りが減少した場合は、繰延税金資産が減少され、税金費用が計上される可能性がありま

す。
 

（2）財政状態

　当社グループの当連結会計年度末の財政状態は、以下のとおりであります。

（資産）

　資産の残高は、前連結会計年度末と比較して2,901百万円増加し6,979百万円となりました。この主な要因は、前

渡金が253百万円、デリバティブ債権が411百万円減少したものの、現金及び預金が2,677百万円、有形固定資産が

131百万円、のれんが355百万円増加したことによります。

（負債）

　負債の残高は、前連結会計年度末と比較して2,015百万円増加し、3,427百万円となりました。この主な要因は、

支払手形及び買掛金が128百万円、短期借入金が152百万円減少したものの、転換社債型新株予約権付社債が1,215

百万円、長期借入金（１年以内返済予定を含む）が740百万円増加したことによります。

（純資産）

　純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して885百万円増加し、3,551百万円となりました。この主な要因は、

当期純利益を630百万円計上し、また第三者割当増資により資本金が144百万円、資本剰余金が143百万円増加した

ことによります。

 

（3）経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度における経営成績は、以下のとおりであります。

（売上高）

　売上高は、「１　業績等の概要（1）業績」に記載した諸要因により、6,375百万円（対前期比28.8％増）となり

ました。

（売上総利益）

　売上高総利益率は、前連結会計年度より4.5ポイント減少し15.9％となり、売上総利益は、1,012百万円（対前期

比0.2％増）となりました。

（営業損益）

　販売費及び一般管理費は、株式会社ネクス・ソリューションズの子会社化及び同社の吸収分割による株式会社Ｓ

ＪＩからのシステム開発事業の承継を主因として前連結会計年度より増加し、930百万円（対前期比23.8％増）と

なりました。

　以上の結果、売上高営業利益率は、前連結会計年度より3.9ポイント減少し1.3％となり、営業利益は82百万円

（対前期比68.3％減）となりました。

（経常損益）

　為替相場の円高是正等の要因により為替差益638百万円を計上し、営業外収益は658百万円（対前期比168.0％

増）となりました。

　以上の結果、経常利益は692百万円（対前期比42.0％増）となりました。

（特別損益）

　子会社株式の追加取得により負ののれん発生益56百万円を計上し、特別利益は58百万円（対前期比1,329.3％

増）となりました。

　以上の結果、税金等調整前当期純利益は742百万円（対前期比51.3％増）となりました。

（当期純損益）

　以上の結果、当連結会計年度の当期純利益は630百万円（対前期比46.5％増）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資等の総額は173,348千円であります。その主な内容は、連結子会社株式会社ネクス・ソ

リューションズにおける建物造作等の工事及び備品等の購入であります。

　なお、設備投資等の総額には、有形固定資産の他、ソフトウエアへの投資を含めております。

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社の主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

平成26年11月30日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物

（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

ソフトウェ
ア（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

花巻本社

（岩手県花巻市）

デバイス事

業、全社共

通

開発用設

備、統括業

務用設備

33,556
151,097

(24,237.26)
1,007 3,028 188,690 17

東京本社

（東京都港区）

デバイス事

業、全社共

通

開発用設

備、統括業

務用設備

5,492 － 315 2,287 8,095 21

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　東京本社は建物を賃借しており、当連結会計年度の賃借料は7,054千円であります。

３　帳簿価額のうち「その他」は「機械装置及び運搬具」及び「工具、器具及び備品」あります。
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(2）子会社

①株式会社ネクス・ソリューションズ

平成26年11月30日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

ソフトウェ
ア（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

東京本社

（東京都港区）

デバイス事

業、全社共通

開発用設

備、統括業

務用設備

46,018 74,590 － 4,462 125,070 16

中部事業部

（名古屋市中

区）

デバイス事業

開発用設

備、統括業

務用設備

5,122 637 15,815 － 21,574 68

関西事業部

（大阪市西区）
デバイス事業

開発用設

備、統括業

務用設備

480 308 15,224 － 16,013 63

九州事業部

（福岡市博多

区）

デバイス事業

開発用設

備、統括業

務用設備

2,350 1,031 － － 3,382 27

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　各事業所は建物を賃借しており、当連結会計年度の賃借料は、それぞれ18,666千円、14,528千円、11,945

円、9,497千円であります。

３　帳簿価額のうち「その他」は「機械装置及び運搬具」であります。

 

②その他の子会社

平成26年11月30日現在

会社名

 
事業所名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

イー・旅ネット・ドッ

ト・コム株式会社

本社

（東京都港区）

インターネット

旅行事業、全社

共通

統括業務用

設備
－ 10 10 2

株式会社ウェブトラベル
本社

（東京都港区）

インターネット

旅行事業、全社

共通

統括業務用

設備
2,937 639 3,577 10

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　イー・旅ネット・ドット・コム株式会社及び株式会社ウェブトラベルの各本社は建物を賃借しており、当連

結会計年度の賃借料は、それぞれ1,394千円及び5,576千円であります。

３　帳簿価額のうち「その他」は「工具、器具及び備品」及び「土地」であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

 

（2）重要な除却について

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成26年11月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年２月25日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,317,000 13,784,775

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 12,317,000 13,784,775 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には平成27年２月１日からこの有価証券報告書提出日までに新株予約権の行使によ

り、発行された株式数は含まれておりません。

２．普通株式のうち、23,027株については、金銭債権540,000千円の現物出資により発行されたものでありま

す。
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権は、次のとおりであります。

①第３回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成26年１月22日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成26年11月30日）

提出日の前月末現在

（平成27年１月31日）

新株予約権付社債の残高（千円） 400,000 400,000

新株予約権の数（個） ４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 643,086 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 622（注） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年２月７日

至　平成29年２月６日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）

発行価格　　622

資本組入額　311
同左

新株予約権の行使の条件

１．本新株予約権の行使によっ

て、当社の発行済株式総数が当

該時点における発行可能株式総

数を超過することとなるとき

は、本新株予約権の行使を行う

ことはできない。

２．本新株予約権の一部行使はで

きない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権付社債は、会社

法第254条第２項本文及び第３項

本文の定めにより、本新株予約

権又は本社債の一方のみを譲渡

することはできない。

同左

代用払込みに関する事項

　本新株予約権の行使に際して

は、当該各本新株予約権が付さ

れた本社債の全部を出資するも

のとし、当該本社債の価額は、

当該本社債の各社債の額面金額

と同額とする。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
該当事項はありません。 同左

（注）本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる当社普通株式１株当たりの

価額（以下「転換価額」という。）は当初622円とする。

(1）当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更が生じる場

合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転

換価額を調整する。

　なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数（但し、当社普通株式に係る自己

株式数を除く）をいう。この場合、端数が生じたときは円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五

入する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行普通株式数 ＋交付株式数 ×１株当たりの払込価額

時価

既発行株式数＋交付株式数

(2) 転換価額調整式により調整を行う場合

① 時価を下回る払込金額をもって当社の普通株式を交付する場合

② 当社の普通株式の株式分割等（当社の普通株式の株式分割又は当社の普通株式に対する当社の普通株式の無償

割当をいう）をする場合
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③ 時価を下回る価額を持って当社の普通株式を交付する定めがある取得請求権付株式又は時価を下回る価額と

もって当社の普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権の取得と引換えに時価を下回る価額ともって当社の

普通株式を交付する場合

⑤ 株式の併合、合併、株式交換、又は会社分割のため転換価額の調整を必要とする場合

⑥ 本項に基づき転換価額が調整された場合において、本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、

次の算出方法により、当社の普通株式を交付する。この場合、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て

現金による調整は行わない。

株式数 ＝
(調整前転換価額－調整後転換価額)× 調整前転換価額により当該期間内に交付された株式数

調整後転換価額
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②第４回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成26年10月30日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成26年11月30日）

提出日の前月末現在

（平成27年１月31日）

新株予約権付社債の残高（千円） 815,000 200,000

新株予約権の数（個） 815 200

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,945,101 477,326

新株予約権の行使時の払込金額（円） 419（注） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年11月17日

至　平成29年11月16日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）

発行価格　　419

資本組入額　210
同左

新株予約権の行使の条件

１．本新株予約権の行使によっ

て、当社の発行済株式総数が当

該時点における発行可能株式総

数を超過することとなるとき

は、本新株予約権の行使を行う

ことはできない。

２．本新株予約権の一部行使はで

きない。

３．発行時から平成27年11月16日

までの間は、東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引

の終値（以下「終値」とい

う。）が、割当日の終値（当日

に終値がない場合は、それに先

立つ直近日の終値）の金額に

1.5を乗じた金額（629円）を超

過した日以降でなければ本新株

予約権の行使はできない(終値

の小数点以下は切上げ)。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権付社債は、会社

法第254条第２項本文及び第３項

本文の定めにより、本新株予約

権又は本社債の一方のみを譲渡

することはできない。

同左

代用払込みに関する事項

　本新株予約権の行使に際して

は、当該各本新株予約権が付さ

れた本社債の全部を出資するも

のとし、当該本社債の価額は、

当該本社債の各社債の額面金額

と同額とする。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
該当事項はありません。 同左

（注）本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる当社普通株式１株当たりの

価額（以下「転換価額」という。）は当初419円とする。

(1）当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更が生じる場

合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転

換価額を調整する。

　なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数（但し、当社普通株式に係る自己

株式数を除く）をいう。この場合、端数が生じたときは円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五

入する。
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調整後転換価額

 

＝

 

調整前転換価額

 

×

既発行普通株式数 ＋交付株式数 ×１株当たりの払込価額

時価

既発行株式数＋交付株式数

(2) 転換価額調整式により調整を行う場合

① 時価を下回る払込金額をもって当社の普通株式を交付する場合

② 当社の普通株式の株式分割等（当社の普通株式の株式分割又は当社の普通株式に対する当社の普通株式の無償

割当をいう）をする場合

③ 時価を下回る価額を持って当社の普通株式を交付する定めがある取得請求権付株式又は時価を下回る価額と

もって当社の普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権の取得と引換えに時価を下回る価額ともって当社の

普通株式を交付する場合

⑤ 株式の併合、合併、株式交換、又は会社分割のため転換価額の調整を必要とする場合

⑥ 本項に基づき転換価額が調整された場合において、本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、

次の算出方法により、当社の普通株式を交付する。この場合、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て

現金による調整は行わない。

株式数 ＝
(調整前転換価額－調整後転換価額)× 調整前転換価額により当該期間内に交付された株式数

調整後転換価額
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③第11回新株予約権（平成26年10月30日取締役会決議）

 
事業年度末現在

（平成26年11月30日）
提出日の前月末現在
（平成27年１月31日）

新株予約権の数（個） 1,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 738 同左

新株予約権の行使期間
平成28年10月31日から

平成32年10月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    738

資本組入額    369
同左

新株予約権の行使の条件

　新株予約権行使時にお

いて当社又は当社関係会

社の役職員の地位にある

ことを要する。ただし、

任期満了又は定年退職に

よる場合及び当社取締役

会が特例として認めた場

合を除く。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　取締役会の承認を要す

るものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－ －

（注）１．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとす

る。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

　さらに、上記の他、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要

と認める株式数の調整を行うことができる。

　上記の調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権に係る付与株式数についてのみ行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

２．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

株式分割・株式併合の比率

　上記の他、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の減少を行う場合、その他

これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範囲で

行使価額の調整を行うことができる。

３．新株予約権の取得条項

　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承

認の議案につき、当社株主総会で承認されたとき（株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会決議がなされた

とき）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができる。

４．端数がある場合の取扱い

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成21年４月30日

（注）１
18,750 36,582 375,000 974,675 375,000 822,748

平成23年７月12日

（注）２
100 36,682 1,949 976,624 1,949 824,698

平成24年６月25日

（注）２
100 36,782 1,949 978,574 1,949 826,648

平成24年７月４日

（注）３
4,264 41,046 49,995 1,028,570 49,995 876,643

平成24年７月17日

（注）４
47,401 88,447 557,798 1,586,369 557,798 1,434,442

平成24年11月30日

（注）５
－ 88,447 △986,369 600,000 △1,434,442 －

平成25年２月８日

（注）６
23,771 112,218 304,981 904,981 304,981 304,981

平成25年５月22日

（注）２
200 112,418 3,899 908,881 3,899 308,881

平成25年６月１日

（注）７
11,129,382 11,241,800 － 908,881 － 308,881

平成25年６月６日

（注）２
40,000 11,281,800 7,798 916,680 7,798 316,680

平成25年11月18日

（注）８
349,000 11,630,800 151,466 1,068,146 151,466 468,146

平成26年11月17日

（注）９
686,200 12,317,000 144,102 1,212,248 143,415 611,562

（注）１　有償第三者割当増資

割当先 株式会社インデックス・ホールディングス 18,750株

割当価格 １株につき40,000円  

資本組入額 １株につき20,000円  

２　第８回新株予約権の権利行使

３　有償第三者割当増資

割当先 株式会社アイキューブ 4,264株

割当価格 １株につき23,450円  

資本組入額 １株につき11,725円  

４　第２回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第10回新株予約権の権利行使

５　資本金及び資本準備金の減少は、欠損填補のためのその他資本剰余金への振替によるものであります。

６　有償第三者割当増資

割当先
株式会社フィスコ

株式会社ケーエスピーホールディングス

23,382株

　 389株

割当価格 １株につき25,660円  

資本組入額 １株につき12,830円  

７　株式分割（１：100）

８　有償第三者割当増資

割当先 株式会社エイビット・ホールディングス 349,000株

割当価格 １株につき868円  

資本組入額 １株につき434円  

９　有償第三者割当増資

割当先
Brillance Multi Strategy Fund、投資事業組合Fターゲットファンド、

株式会社大古會、他14名

割当価格 １株につき419円  

資本組入額 １株につき210円  
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10　期末日後において第４回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使により、平成27年１月31日現

在において発行済株式総数は1,467,775株増加し13,784,775株、資本金及び資本準備金は、それぞれ307,500

千円増加し、1,519,748千円及び919,062千円となっております。

 

（６）【所有者別状況】

平成26年11月30日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） －  2  23  26  17  4  2,686  2,758  －

所有株式数

（単元）
－  2,866  1,414  80,149  4,005  30  34,700  123,164  600

所有株式数

の割合（％）
－  2.33  1.15  65.08  3.25  0.02  28.17  100.00  －

（注）１．自己株式79株は「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。

２．単元未満株式のみを有する株主数は38名であります。

 

（７）【大株主の状況】

  平成26年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社フィスコ 大阪府岸和田市荒木町二丁目18番15号 4,078,300 33.11

株式会社ダイヤモンドエージェン

シー
東京都港区南青山五丁目４番30号 3,000,000 24.36

株式会社エイビット・ホールディン

グス
東京都八王子市南町３－10 349,000 2.83

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番

10号
261,100 2.12

株式会社インデックス 東京都世田谷区池尻三丁目21-28 239,800 1.95

森本友則 東京都世田谷区 200,000 1.62

ミズホ　セキュリティーズ

アジア　リミテッド

クライアント　アカウント　

69250601

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

東京都中央区月島四丁目16-13 178,700 1.45

投資事業組合Ｆターゲットファンド
東京都港区虎ノ門五丁目３-20　仙石山

アネックス306
105,000 0.85

株式会社大古會 兵庫県芦屋市山手町１－18 71,500 0.58

ＫＳＴトラストファンド投資事業組

合

東京都港区虎ノ門五丁目３-20　仙石山

アネックス306
66,800 0.54

計 － 8,550,200 69.42

（注）前事業年度末において主要株主であった株式会社インデックスは、当事業年度末現在においては主要株主に該当

しなくなりました。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,316,400 123,164 －

単元未満株式 普通株式 600 － －

発行済株式総数  12,317,000 － －

総株主の議決権 － 123,164 －

（注）単元未満株式には自己株式79株を含めております。

 

②【自己株式等】

平成26年11月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）上記の他に単元未満株式として自己株式を79株所有しております。
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、取締役、従業員及び当社関係会社の取締役、従業員に対し、特に有利な条件によりストック・オプ

ションとして新株予約権を発行すること及び当該新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任すること

を当社株主総会において決議しております。

　当該決議の内容は、以下のとおりであります。

（平成24年10月26日定時株主総会決議）

決議年月日 平成24年10月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役、従業員及び当社関係会社の取締役、従業員（人数は未定）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）

700,000株を上限とし、このうち、当社の取締役に割り当てる新株

予約権の数の上限は350,000株（うち社外取締役分は70,000株）と

する。

新株予約権の行使時の払込金額（円）

行使価額は、取締役会の定めるところにより新株予約権を割り当て

る日（以下「割当日」という）の属する月の前月の各日（取引が成

立しない日を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の終値（以下「終値」という）の平均値と割当日の終値（当日

に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い

金額に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。

新株予約権の行使期間
新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議の日後２年を経過し

た日から、当該取締役会決議の日後７年を経過する日まで。

新株予約権の行使の条件

新株予約権行使時において当社又は当社関係会社の役職員の地位に

あることを要する。ただし、任期満了又は定年退職による場合及び

当社取締役会が特例として認めた場合を除く。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－
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（平成25年２月26日定時株主総会決議）

決議年月日 平成25年２月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役、従業員及び当社関係会社の取締役、従業員（人数は未定）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）

500,000株を上限とし、このうち、当社の取締役に割り当てる新株

予約権の数の上限は250,000株（うち社外取締役分は50,000株）と

する。

新株予約権の行使時の払込金額（円）

行使価額は、取締役会の定めるところにより新株予約権を割り当て

る日（以下「割当日」という）の属する月の前月の各日（取引が成

立しない日を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の終値（以下「終値」という）の平均値と割当日の終値（当日

に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い

金額に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。

新株予約権の行使期間
新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議の日後２年を経過し

た日から、当該取締役会決議の日後10年を経過する日まで。

新株予約権の行使の条件

新株予約権行使時において当社又は当社関係会社の役職員の地位に

あることを要する。ただし、任期満了又は定年退職による場合及び

当社取締役会が特例として認めた場合を除く。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－

 

（平成26年２月26日定時株主総会決議）

決議年月日 平成26年２月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役５名、従業員３名及び子会社取締役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－
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（平成27年２月25日定時株主総会決議）

決議年月日 平成27年２月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役、従業員及び当社関係会社の取締役、従業員（人数は未定）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）

100,000株を上限とし、このうち、当社の取締役に割り当てる新株

予約権の数の上限は50,000株（うち社外取締役分は10,000株）とす

る。

新株予約権の行使時の払込金額（円）

割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）の東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終

値」という）の平均値と割当日の終値（当日に終値がない場合は、

それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額に1.05を乗じた金

額とし、１円未満の端数は切り上げる。

新株予約権の行使期間
新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議の日後２年を経過し

た日から、当該取締役会決議の日後５年を経過する日まで。

新株予約権の行使の条件

新株予約権行使時においても当社または当社関係会社の役職員の地

位にあることを要する。ただし、当社取締役会が特例として認めた

場合を除く。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 79 － 79 －

（注）１．当期間における処理自己株式数には、平成27年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、平成27年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営戦略上の重要要素と考えており、利益配分につきましては経営基盤の安定及

び将来の事業拡大に向けての内部留保の充実を勘案しつつ、収益やキャッシュ・フローの状況に応じた配当を実施し

ていくことを基本方針としております。

　また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これら剰余金

の配当の決定機関は期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当期の配当につきましては、当期純利益を計上したものの、当面は、内部留保を厚くすることで経営基盤の強化を

図るため、株主の皆様には誠に申し訳ございませんが、無配といたしました。

　内部留保資金につきましては、安定的経営基盤を確保する一方、今後のさらなる業績の向上及び事業展開に有効的

に活用してまいりたいと考えております。

　また、当社は、取締役会の決議により毎年５月31日を基準日として、中間配当を行うことが出来る旨を定款に定め

ております。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成22年７月 平成23年７月 平成24年７月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月

最高（円） 57,000 91,000 61,000 26,500
60,900

□1,037
1,236

最低（円） 24,250 24,000 21,600 17,600
18,550

□319
383

（注）１．最高・最低株価は、平成22年10月12日以降は東京証券取引所（旧大阪証券取引所）ＪＡＳＤＡＱ（スタン

ダード）における株価、平成22年４月１日より平成22年10月11日までは東京証券取引所（旧大阪証券取引

所）ＪＡＳＤＡＱ市場における株価、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所における株価であり

ます。

２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。

３．第26期は、決算期変更により平成21年４月１日から平成22年７月31日までの16ヶ月間となっております。

４．第29期は、決算期変更により平成24年８月１日から平成24年11月30日までの４ヶ月間となっております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 1,120 953 833 757 691 544

最低（円） 540 702 635 671 383 410

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における株価であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクス(E05702)

有価証券報告書

 35/101



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 秋　山　　司 昭和39年10月23日生

平成２年６月 当社入社

(注)１ －

平成18年２月 当社執行役員製品開発部長

平成19年８月 当社執行役員技術開発部長

平成20年２月 当社執行役員モバイル＆ワイヤレス事業本

部副本部長

平成21年１月 当社執行役員技術開発本部本部長

平成21年11月 当社執行役員事業開発本部本部長兼品質保

証本部本部長

平成22年４月 当社事業開発本部本部長兼品質保証本部本

部長

平成22年12月 当社オペレーション本部本部長

平成23年８月 当社オペレーション本部本部長兼品質管理

本部本部長

平成23年10月 当社代表取締役社長（現任）

代表取締役

副社長
－ 石　原　直　樹 昭和49年９月９日生

平成17年２月 株式会社ケア・アソシエイツ（現株式会社

アルテディア）入社

(注)１ －

平成21年４月 株式会社アルテディア・レジデンス代表取

締役

平成21年７月 株式会社アルテディア　ケアビジネス事業

本部本部長

平成21年８月 株式会社健康倶楽部代表取締役

平成24年４月 当社顧問

平成24年５月 当社経営企画部部長

 当社代表取締役副社長（現任）

平成24年８月 株式会社フィスコ・キャピタル代表取締役

社長（現任）

平成25年12月 Ｃａｒｅ Ｏｎｌｉｎｅ株式会社（現株式

会社ケア・ダイナミクス）代表取締役社長

（現任）

株式会社ネクス・ソリューションズ代表取

締役（現任）

取締役 － 深　見　　修 昭和47年３月17日生

平成23年３月 株式会社フィスコ経営戦略本部本部長

(注)１ －

平成23年10月 イー・旅ネット・ドット・コム株式会社代

表取締役社長

平成24年10月 当社取締役（現任）

平成25年２月 イー・旅ネット・ドット・コム株式会社代

表取締役会長

平成25年３月 株式会社フィスコ取締役経営戦略本部長

（現任）

平成25年12月 株式会社ネクス・ソリューションズ取締役

（現任）

平成26年11月 イー・旅ネット・ドット・コム株式会社代

表取締役社長（現任）

取締役 － 八 木　隆 二 昭和44年11月28日生

平成22年３月 株式会社フィスコ入社

(注)１ －

平成23年10月 イー・旅ネット・ドット・コム株式会社取

締役（現任）

平成25年２月 当社取締役（現任）

平成25年３月 株式会社フィスコ取締役アドバイザリー事

業部長（現任）

平成25年12月 Ｃａｒｅ　Ｏｎｌｉｎｅ株式会社（現株式

会社ケア・ダイナミクス）取締役（現

任）。株式会社ネクス・ソリューションズ

取締役（現任）

平成26年８月 株式会社ジェネラルソリューションズ（現

株式会社フィスコＩＲ）取締役（現任）

平成26年12月 株式会社シヤンテイ取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役
取締役管理部

部長
齊　藤　洋　介 昭和49年１月１日生

平成17年7月 株式会社ケア・アソシエイツ（現株式会社

アルテディア）入社

株式会社ケア・アセット・マネジメント代

表取締役

(注)１ －

平成19年10月 株式会社アルテディア（旧株式会社ケア・

アソシエイツ）経営管理本部長

平成25年11月 当社入社

当社経営企画部財務・経理チームリーダー

平成25年12月 Ｃａｒｅ Ｏｎｌｉｎｅ株式会社（現株式

会社ケア・ダイナミクス）取締役（現任）

株式会社ネクス・ソリューションズ取締役

（現任）

平成26年２月 当社取締役経営企画部部長

平成26年４月 当社取締役管理部部長（現任）

取締役

モバイルプロ

ダクト事業部

事業部長兼営

業部部長

山　崎　　敦 昭和55年２月１日生

平成18年４月 株式会社リョーサン入社

(注)１ －

平成21年11月 当社入社

平成23年８月 当社営業本部第二営業部部長

平成24年11月 当社営業本部本部長

平成26年２月 当社取締役

平成26年４月 当社取締役モバイルプロダクト事業部事業

部長兼営業部部長（現任）

取締役 － 長　瀬　　眞  昭和25年３月13日生

昭和47年４月 全日本空輸株式会社（現ＡＮＡホールディ

ングス株式会社）入社

(注)１ －

平成13年４月 同社執行役員秘書室長

平成16年６月 同社取締役執行役員営業推進本部副本部長

平成17年４月 同社常務取締役執行役員営業推進本部副本

部長

平成18年４月 同社常務取締役執行役員CSR推進委員会委

員長、地球環境委員会委員長、リスクマネ

ジメント委員会委員長、コンプライアンス

委員会委員長、広報室、総務部、法務部、

環境・社会貢献部担当

平成19年４月 同社専務取締役執行役員

平成21年４月 同社代表取締役副社長執行役員

平成24年４月 株式会社ＡＮＡ総合研究所代表取締役社長

（現任）

平成26年２月 当社取締役（現任）

常勤監査役 － 大場　ゆかり 昭和37年４月12日生

昭和60年４月 株式会社リコー入社

(注)２ －

平成20年６月 イー・旅ネット・ドット・コム株式会社入

社

平成21年３月 株式会社ウェブトラベル監査役（現任）

平成24年10月 当社監査役（現任）

監査役 － 松　崎　祐　之 昭和51年２月25日生

平成15年２月 株式会社シークエッジ（現 株式会社シー

クエッジ・インベストメント）入社

(注)３ －

平成21年４月 同社取締役

平成23年４月 株式会社シークエッジ・インベストメント

代表取締役（現任）

平成24年３月 株式会社フィスコ常勤監査役

平成24年５月 当社監査役（現任）

平成25年３月 株式会社フィスコ取締役管理部長

平成26年８月 株式会社フィスコ取締役管理本部長（現

任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役 － 中　村　孝　也 昭和49年９月５日生

平成10年４月 日興證券株式会社（現 ＳＭＢＣ日興証券

株式会社）入社

(注)２ －

平成12年１月 株式会社フィスコ入社

平成18年１月 株式会社カブ知恵取締役

平成19年４月 株式会社フィスコ入社

平成19年９月 株式会社フィスコプレイス取締役

平成22年８月 同社代表取締役

平成23年10月 株式会社フィスコ情報配信部部長

平成24年３月 同社コンサルティング事業本部長兼情報配

信部編集担当部長

 同社取締役

平成24年10月 当社監査役（現任）

平成26年８月 同社取締役情報配信サービス事業本部長兼

営業開発部長（現任）

計 －

（注）１　平成27年２月25日後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のとき。

２　平成24年10月26日後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のとき。

３　平成24年５月21日後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のとき。

４　取締役長瀬眞氏は、社外取締役であります。

５　監査役松崎祐之及び中村孝也の各氏は、社外監査役であります。

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名

（生年月日）
略歴

所有株式数

（株）

下山　秀夫

（昭和32年10月27日生）

昭和56年10月　等松青木監査法人（現有限責任監査法人トーマツ）入社

平成元年９月　同監査法人退社

平成元年10月　下山公認会計士事務所開設所長（現任）

平成16年６月　ケル株式会社監査役

平成24年５月　株式会社フィスコ監査役（現任）

－株
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1）コーポレート・ガバナンス体制の概要及び当該体制を採用する理由

① コーポレート・ガバナンス体制の概要

　当社は、取締役会、監査役、監査役会、及び会計監査人設置会社であります。

　当社の取締役会は、取締役７名（うち１名は社外取締役）により構成されており、経営上の意思決定機関と

して、取締役会規則に基づき重要事項を決議しております。取締役会は、月次決算報告等により取締役の執行

状況を監督するために、毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催しております。社外取締役について

は、その豊富な経験をもとに客観的見地から経営上の意見を得ることを目的として、招聘しております。

　当社の監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名（うち２名は社外監査役）の３名により構成されて

おり、監査役相互の情報共有、効率的な監査に資するため、原則として毎月開催しております。

　また、取締役及び部長を中心とした「経営会議」を毎週１回開催し、経営情報の迅速な把握に努めておりま

す。

② 当該体制を採用する理由

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営効率の向上、企業倫理の確立、経営に対

する有効なチェック機能の確保や株主に対する経営者のアカウンタビリティ（説明義務）の担保といった観点

から、企業として当然の責務であると認識しております。また、社会から信頼される企業となる上で、迅速で

正確な経営情報の把握と公正で機動的な意思決定を行う事により、継続的に企業価値を増大させる必要があ

り、そのために経営環境の変化に適切かつ迅速に対応できる体制を構築することが経営上の重要課題と考えて

いるためであります。

③ 自己株式取得の決定機関

　当社は、取締役会決議によって、会社法第165条第１項に定める市場取引等により自己株式を取得することが

できる旨定款で定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。

④ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につき、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

⑤ 取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款で定めております。

⑥ 取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任については、

累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

⑦ 責任限定契約

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円以上であらかじめ定めた金額と法令が定める最低責任

限度額のいずれか高い額としております。

　また、当社は定款第41条において、「当会社は、会社法第427条第1項の規定により、会計監査人との間に、

同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の

限度額は、法令が規定する額とする。」としており、東光監査法人との監査契約中に責任限定の条項を配して

おります。当該契約に基づく損害賠償額は、監査報酬の合計額に二を乗じて得た額をもって限度としておりま

す。

⑧ 取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役（取締役であった者も含む。）及び監査役（監査役であった者も含む。）の会社法第423条第

１項の責任につき、善意にしてかつ重大な過失がないときは、取締役会の決議をもって、法令の定める限度額

の範囲内において、その責任を免除することができる旨定款に定めております。

　これは、取締役及び監査役がその役割を十分発揮することができ、また有能な人材を招聘することができる

ようにすることを目的とするものであります。

⑨ 剰余金の配当等の決定機関

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議により、毎年５月31日の最終の株主名簿に

記載又は記録された株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨定款に定めておりま

す。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、以下のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社ネクス(E05702)

有価証券報告書

 39/101



 

（2）内部統制システムの整備状況

　当社は、業務全般にわたる社内諸規程を全社的に整備し、当該諸規程に基づく適切な分掌管理により業務を

遂行するとともに、職務権限規程及び稟議規程に基づく承認体制を構築しております。なお、内部監査室は、

内部統制システムの有効性を継続的に評価するため、各部門における重要業務について、業務の有効性及び正

確性等を監査しております。

 

（3）内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

　各監査役は、取締役会に出席し、取締役の業務執行を監査しております。また、社長のほか取締役や執行役

員と随時情報交換を行い、経営課題や問題点を共有するほか、主として常勤監査役は議事録、稟議書、契約

書、取引記録書類の査閲を行うとともに、関係者へのヒアリング、会計監査への立会い、実地調査を実施し、

取締役会以外の重要会議にも出席しております。

　当社の内部監査については、内部監査室に内部監査担当者１名を配置し、年間を通じて必要な内部監査を、

監査役と連携のもと、内部監査計画に基づき実施しております。内部監査の結果は、文書により社長に報告さ

れ、被監査部門に対して具体的な助言・勧告・改善状況の確認などを行っております。

　また、会計監査については東光監査法人と監査契約を締結しており、定期的な監査を受けております。

　内部監査室、監査役及び会計監査人は、相互に連携をとりながら効果的かつ効率的な監査の実施を行うよう

情報、意見の交換及び指摘事項の共有を行い、適正な監査の実施及び問題点、指摘事項の改善状況の確認に努

めております。

 

（4）リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、リスクを予防する観点からＩＳＯに基づいたルール整備のほか、市場・信用・業

務・経営の面においてリスクと考えられる情報がある場合は、経営会議にて当社及び当社グループ会社の法令

遵守状況について確認すると同時に、各部責任者がリスクと考えられる情報を部内に周知徹底させる形で、リ

スクに対する意識向上を図っております。また、特に重要性の高い「個人情報保護」、「法的規制」等に関す

る法的リスクについて、適宜助言と指導を受けられるよう法律事務所と顧問契約を結び、法務リスク管理体制

の強化に努めております。

　なお、定期的な内部監査の実施により、法令の遵守及びリスク管理体制について問題がないかどうかを検証

する仕組みとなっております。

 

（5）役員報酬

① 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数
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役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
11,899 11,470 429 － － 4

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － －

社外役員 1,891 1,891 － － － 2

(注)１．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第22回定時株主総会において年額300百万円以内

（ただし使用人分給与は含まない。）と決議しております。また別枠で、平成26年２月26日開催第

30回定時株主総会において、ストック・オプション報酬額として年額100百万円以内と決議してお

ります。

２．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第22回定時株主総会において年額50百万円以内と

決議しております。

３．当事業年度においては、無報酬の役員が取締役３名及び監査役３名（うち社外監査役２名）おりま

す。

 

② 役員ごとの役員報酬等

連結報酬等の総額が１億円以上の役員がいないため記載を省略しております。

③ 使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。

④ 役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

 

（6）社外取締役及び社外監査役について

① 企業統治において果たす機能及び役割

当社は、社外取締役１名及び社外監査役２名を選任しております。

社外取締役長瀬眞氏は、大手航空会社及びシンクタンクの経営者としての豊富な経験と見識を有しており、

これが当社の経営体制強化に寄与することが期待されるため選任しております。

社外監査役松崎祐之氏は、株式会社フィスコの取締役管理本部長を兼務しており、経営管理者としての高度

な知見と豊富な経験を有しており、これが当社の監査体制強化に寄与することが期待されるため選任しており

ます。

社外監査役中村孝也氏は、大手証券会社及び金融情報サービス配信会社における勤務経験から、金融ビジネ

スの豊富な経験と見識を有しており、これが当社の監査体制強化に寄与することが期待されるため選任してお

ります。

以上から、各社外取締役及び社外監査役は、「②当社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又

は取引関係その他の利害関係の概要」に記載のとおり、一般株主との利益相反の観点からみて特記すべき利害

関係がなく、かつ、他企業等における豊富な経験、見識及び専門的知見に基づき、社外の視点を入れた、公正

な助言、提言を行うことが期待されるため、一般株主と利益相反の生じるおそれのない、独立した立場で取締

役の業務執行を監督または監査することが期待されます。

② 当社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係、その他利害関係は以下のとおり

であります。

　社外監査役松崎祐之氏は、過去において株式会社フィスコの常勤監査役を兼務しておりました。また現在、

株式会社フィスコの取締役管理本部長を兼務しております。

　社外監査役中村孝也氏は、株式会社フィスコの取締役情報配信サービス事業本部長兼営業開発部長を兼務し

ております。

　上記株式会社フィスコは、当社の親会社であります。
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　上記以外には、当社の社外取締役及び社外監査役が現在役員又は使用人である会社等、及び過去において役

員又は使用人であった会社等と、当社との間には記載すべき利害関係はありません。

③ 社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する考え方

　当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針を定めて

おりませんが、上述のとおり、社外取締役及び社外監査役はいずれも当社が期待する機能・役割を果たしてい

るものと認識しており、現在の選任状況について問題ないものと判断しております。

④ 社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並び

に内部統制部門との関係

　当社の社外取締役は、高い見識及び豊富な経験に基づき取締役会において適宜意見を表明し、経営陣から独

立した立場から経営の監督及びチェック機能を果たしております。

　社外監査役につきましては、取締役会及び監査役会において、専門的知識及び豊富な経験に基づき意見・提

言を行っております。また、必要に応じて内部監査室及び会計監査人と協議、情報交換または報告を受け、社

内各部署のコンプライアンス（法令順守）維持・強化を図っております。

 

（7）業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び監査業務に係る補助者の構成

　当社は東光監査法人との間で監査契約を締結しております。

① 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

外山　卓夫 東光監査法人 －

鈴木　昌也 東光監査法人 －

② 監査業務に係る補助者の構成

 公認会計士　３名

 

（8）株式の保有状況

① 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　銘柄数：２銘柄、貸借対照表計上額：1,853千円

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　該当事項はありません。

③ 保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

提出会社 12,000 － 12,000 －

連結子会社 1,500 － 5,500 －

計 13,500 － 17,500 －

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、報酬等の額にはこれらの合計額を記載して

おります。

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度（平成25年12月１日から平成26年11月30日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

 

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成25年12月１日から平成26年11月30日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年12月１日から平成26年11月

30日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年12月１日から平成26年11月30日まで）の財務諸表について、東

光監査法人による監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について適切に対応できる体制を整備するため、最新の会計の基準及び

制度等を解説する専門誌を定期購読しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成25年11月30日)
当連結会計年度

(平成26年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,253,266 3,930,484

受取手形及び売掛金 484,993 665,867

仕掛品 399,669 484,430

原材料 13,423 3,086

前渡金 505,635 251,682

繰延税金資産 5,173 17,668

短期貸付金 355,408 448,887

未収入金 6,709 7,367

デリバティブ債権 411,137 －

その他 12,803 42,303

流動資産合計 3,448,220 5,851,779

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 251,897 315,654

減価償却累計額 △210,149 △219,696

建物及び構築物（純額） ※１ 41,748 ※１ 95,958

機械装置及び運搬具 31,196 28,954

減価償却累計額 △23,485 △20,826

機械装置及び運搬具（純額） 7,711 8,127

工具、器具及び備品 324,005 404,054

減価償却累計額 △319,528 △322,349

工具、器具及び備品（純額） 4,476 81,705

土地 ※１ 151,737 ※１ 151,737

有形固定資産合計 205,673 337,529

無形固定資産   

のれん 232,168 587,853

ソフトウエア 70,072 48,145

ソフトウエア仮勘定 34,651 －

その他 3,554 3,566

無形固定資産合計 340,446 639,565

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 20,954 ※２ 12,758

その他 62,337 137,376

投資その他の資産合計 83,292 150,134

固定資産合計 629,412 1,127,229

資産合計 4,077,632 6,979,008
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成25年11月30日)
当連結会計年度

(平成26年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 237,766 109,723

短期借入金 152,500 －

1年内償還予定の社債 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 57,984 ※１ 290,675

未払金 28,521 112,999

未払費用 42,828 122,392

未払法人税等 53,460 64,489

未払消費税等 26,342 67,959

前受金 307,692 219,641

賞与引当金 － 21,180

製品保証引当金 42,000 90,000

その他 15,278 120,510

流動負債合計 1,164,374 1,419,572

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 － 1,215,000

長期借入金 ※１ 227,675 ※１ 735,836

退職給付引当金 3,096 －

退職給付に係る負債 － 3,407

繰延税金負債 － 26,492

その他 17,317 27,622

固定負債合計 248,089 2,008,358

負債合計 1,412,463 3,427,930

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,068,146 1,212,248

資本剰余金 875,405 1,018,821

利益剰余金 516,710 1,147,022

自己株式 △35 △35

株主資本合計 2,460,227 3,378,057

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 12,113 23,120

その他の包括利益累計額合計 12,113 23,120

新株予約権 － 858

少数株主持分 192,827 149,041

純資産合計 2,665,168 3,551,077

負債純資産合計 4,077,632 6,979,008
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

売上高 4,948,289 6,375,427

売上原価 ※１ 3,937,393 ※１ 5,362,987

売上総利益 1,010,895 1,012,439

販売費及び一般管理費 ※２ 751,427 ※２,※３ 930,098

営業利益 259,468 82,341

営業外収益   

受取利息 23,964 11,757

為替差益 218,958 638,688

その他 2,673 7,791

営業外収益合計 245,595 658,238

営業外費用   

支払利息 9,837 21,902

支払手数料 4,229 2,855

株式交付費 2,134 5,546

社債発行費 － 5,784

寄付金 － 11,500

その他 1,655 935

営業外費用合計 17,857 48,524

経常利益 487,207 692,055

特別利益   

投資有価証券売却益 4,122 －

負ののれん発生益 － 56,822

その他 － 2,105

特別利益合計 4,122 58,927

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 143 ※４ 330

子会社株式売却損 476 －

投資有価証券評価損 － 8,196

特別損失合計 619 8,526

税金等調整前当期純利益 490,710 742,456

法人税、住民税及び事業税 47,406 84,391

法人税等調整額 △5,173 14,659

法人税等合計 42,233 99,051

少数株主損益調整前当期純利益 448,477 643,405

少数株主利益 18,151 13,093

当期純利益 430,325 630,311
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 448,477 643,405

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 10,424 11,007

その他の包括利益合計 ※１ 10,424 ※１ 11,007

包括利益 458,901 654,412

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 440,749 641,319

少数株主に係る包括利益 18,151 13,093
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 600,000 407,259 86,385 － 1,093,644

当期変動額      

新株の発行 468,146 468,146   936,292

当期純利益   430,325  430,325

自己株式の取得    △35 △35

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 468,146 468,146 430,325 △35 1,366,583

当期末残高 1,068,146 875,405 516,710 △35 2,460,227

 

      

 その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 為替換算調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,689 1,689 1,489 126,173 1,222,996

当期変動額      

新株の発行     936,292

当期純利益     430,325

自己株式の取得     △35

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

10,424 10,424 △1,489 66,654 75,589

当期変動額合計 10,424 10,424 △1,489 66,654 1,442,172

当期末残高 12,113 12,113 － 192,827 2,665,168
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当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,068,146 875,405 516,710 △35 2,460,227

当期変動額      

新株の発行 144,102 143,415   287,517

当期純利益   630,311  630,311

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 144,102 143,415 630,311 － 917,829

当期末残高 1,212,248 1,018,821 1,147,022 △35 3,378,057

 

      

 その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 為替換算調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 12,113 12,113 － 192,827 2,665,168

当期変動額      

新株の発行     287,517

当期純利益     630,311

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

11,007 11,007 858 △43,786 △31,921

当期変動額合計 11,007 11,007 858 △43,786 885,908

当期末残高 23,120 23,120 858 149,041 3,551,077
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 490,710 742,456

減価償却費 124,989 27,653

のれん償却額 32,198 60,290

負ののれん発生益 － △56,822

賞与引当金の増減額（△は減少） － △23,015

退職給付引当金の増減額（△は減少） 311 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 311

製品保証引当金の増減額（△は減少） 20,000 48,000

受取利息及び受取配当金 △23,964 △11,757

支払利息 9,837 21,902

社債発行費 － 5,784

株式交付費 2,134 5,546

為替差損益（△は益） 3,345 2,838

有形固定資産除却損 143 330

投資有価証券売却損益（△は益） △4,122 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 8,196

子会社株式売却損益（△は益） 476 －

売上債権の増減額（△は増加） △346,236 39,366

たな卸資産の増減額（△は増加） △151,195 △51,612

未収入金の増減額（△は増加） 14,263 △532

前渡金の増減額（△は増加） △299,660 253,952

デリバティブ債権の増減額（△は増加） △407,688 411,137

仕入債務の増減額（△は減少） △13,245 △128,955

未払金の増減額（△は減少） △28,297 64,850

未払費用の増減額（△は減少） 8,485 75,439

未払消費税等の増減額（△は減少） 19,717 39,066

前受金の増減額（△は減少） 111,922 △88,151

その他 15,175 88,711

小計 △420,700 1,534,987

利息及び配当金の受取額 24,151 11,632

利息の支払額 △10,120 △20,328

法人税等の支払額 △3,316 △77,640

営業活動によるキャッシュ・フロー △409,985 1,448,650
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,050 △134,335

無形固定資産の取得による支出 △188,250 △33,616

投資有価証券の取得による支出 △1,285,050 －

投資有価証券の売却による収入 451,640 －

投資有価証券の償還による収入 1,275,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ ※２ △31,845

子会社株式の取得による支出 － △162,336

子会社株式の売却による収入 94,908 －

短期貸付けによる支出 △556,556 △443,475

短期貸付金の回収による収入 286,556 350,000

事業譲受による支出 － ※３ △362,247

その他 △1,700 △33,277

投資活動によるキャッシュ・フロー 75,496 △851,134

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 52,500 △152,500

長期借入れによる収入 119,000 940,000

長期借入金の返済による支出 △61,682 △199,148

社債の発行による収入 200,000 200,000

社債の償還による支出 － △200,000

新株予約権付社債の発行による収入 － 1,209,215

株式の発行による収入 934,006 281,971

自己株式の取得による支出 △35 －

設備関係割賦債務の返済による支出 △2,582 △6,873

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,241,206 2,072,665

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,926 7,036

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 911,644 2,677,218

現金及び現金同等物の期首残高 341,622 1,253,266

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,253,266 ※１ 3,930,484
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　5社

（2）連結子会社の名称　株式会社ネクス・ソリューションズ、株式会社ケアオンライン、イー・旅ネッ

ト・ドット・コム㈱、㈱ウェブトラベル、星際富通（福建）網絡科技有限公司

　上記のうち、株式会社ネクス・ソリューションズ及び株式会社ケアオンライン

については、当連結会計年度において、新たに株式を取得し、子会社化したこと

にともない、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。なお、株式会社

ケアオンラインは、当連結会計年度において、Ｃａｒｅ Ｏｎｌｉｎｅ株式会社か

ら商号を変更しております。

 

（3）非連結子会社の数 １社

（4）非連結子会社の名称等　Webtravel Asia & Pacific Pty Limited

（連結の範囲から除いた理由）

　総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類

に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社数及び関連会社数 該当事項はありません。

(2）持分法を適用していない非連結子会社の名称　Webtravel Asia & Pacific Pty Limited

（持分法を適用していない理由）

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち星際富通（福建）網絡科技有限公司の決算日は、12月31日であります。このため、連結決

算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を基礎としております。

４　会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

　評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

（ⅰ）仕掛品

個別法

（ⅱ）原材料

移動平均法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除く）につい

ては、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　５～39年

機械装置及び運搬具 ２～10年

工具、器具及び備品　２～10年
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② 無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（３年または５年）に基づく定額法に

よっております。

　また、市場販売目的のソフトウェアについては、残存見込販売有効期間（３年）に基づく定額法によ

っております。

（3）重要な引当金の計上基準

① 製品保証引当金

　製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、当該費用の見積額を計上しております。

② 賞与引当金

　国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

退職給付に係る負債を計上しております。退職給付債務の計算については簡便法を適用しております。

なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を費用処理しております。

また、平成15年11月に確定拠出年金制度を選択制により導入し、新制度に加入した従業員については従

来の退職一時金制度から確定拠出年金制度への移行を行っております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

（6）重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の条件を満たすものについて、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金

ハ．ヘッジ方針

　金利変動リスク低減のため、金利スワップ取引を行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　なお、金利スワップ等の特例処理の条件を満たしている場合は、有効性の判定を省

略しております。

（7）重要な収益及び費用の計上方法

受託開発に係る売上及び売上原価の計上基準

工事完成基準

（8）のれんの償却方法及び償却期間

 のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

（9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限が到来する短期投資からなっております。

（10）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用

　一部の国内連結子会社は、イー・旅ネット・ドット・コム株式会社を連結納税親会社として、連結納税

制度を適用しております。

③ 株式発行費の処理方法

　 支出時に全額費用として処理しております。

④ 社債発行費の処理方法

　 支出時に全額費用として処理しております。
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（表示方法の変更）

(連結貸借対照表関係)

　前連結会計年度において表示していた「退職給付引当金」は「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第

26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針

（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。）の適用に伴い、当連結会計年度末より、「退職給付に

係る負債」として表示しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、表

示の組替えは行っておりません。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

建物 21,871千円 26,533千円

土地 151,097 151,097

計 172,969 177,631

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

１年内返済予定の長期借入金 28,344千円 52,013千円

長期借入金 113,307千円 195,306千円

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度（平成25年11月30日）及び当連結会計年度（平成26年11月30日）

投資有価証券（株式） 10,904千円

 

　３　偶発債務（係争事件に係る損害賠償義務）

前連結会計年度
（平成25年11月30日）

当連結会計年度
（平成26年11月30日）

30,000千円（注） －千円

（注）　当社を被告として株式会社ＣＳＣが訴訟を提起している、当社製品の不具合による、請負契約責任、

不法行為責任又は製造物責任に基づく損害賠償請求事件に係る原告の請求額であります。なお、原告が

主張している損害発生額は481,999千円であります。

　当社は、当社製品には不具合がないものと判断しており、原告の訴えは極めて不当であると考えてお

り、原告の主張に対する反論を行ってまいります。
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（連結損益計算書関係）

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日

　　至　平成26年11月30日）

売上原価 738千円 11,458千円

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日

　　至　平成26年11月30日）

役員報酬 51,340千円 78,456千円

給与諸手当 194,877 278,855

退職給付費用 3,124 4,834

支払手数料 72,048 71,302

減価償却費 11,216 13,750

アフターサービス費 56,660 13,794

業務委託費 107,822 115,220

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日

　　至　平成26年11月30日）

研究開発費 － 1,406

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

建物及び構築物 －千円 312千円

工具、器具及び備品 143千円 17千円

 

（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

為替換算調整勘定：   

当期発生額 10,424 11,007

組替調整額 － －

税効果調整前 10,424 11,007

税効果額 － －

為替換算調整勘定 10,424 11,007

その他の包括利益合計 10,424 11,007
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 88,447 11,542,353 － 11,630,800

合計 88,447 11,542,353 － 11,630,800

自己株式     

普通株式　（注）２ － 79 － 79

合計 － 79 － 79

（注）１．普通株式の増加は、株式分割及び第三者割当増資並びに新株予約権の行使によるものであります。

２．自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２　新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

 提出会社

（親会社）

 第８回新株予約権（注）１

（自己新株予約権）

（注）２、３

普通株式

3,200

(－)

 

－

(2,600)

 

3,200

(2,600)

 

－

(－)

 

－

(－)

 

 第９回新株予約権（注）４

（自己新株予約権）

（注）４、５

普通株式

3,400

(－)

 

－

(3,400)

 

3,400

(3,400)

 

－

(－)

 

－

(－)

 

 合計  －
6,600

(－)

－

(6,000)

6,600

(6,000)

－

(－)

－

(－)

（注）１．第８回新株予約権の減少は、新株予約権の行使600株及び自己新株予約権の取得2,600株によるものでありま

す。

２．第８回自己新株予約権の増加は、自己新株予約権の取得によるものであります。

３．第８回自己新株予約権の減少は、自己新株予約権の消却によるものであります。

４．第９回新株予約権の減少及び第９回自己新株予約権の増加は、自己新株予約権の取得によるものでありま

す。

５．第９回自己新株予約権の減少は、自己新株予約権の消却によるものであります。

 

３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注） 11,630,800 686,200 － 12,317,000

合計 11,630,800 686,200 － 12,317,000

自己株式     

普通株式 79 － － 79

合計 79 － － 79

（注）普通株式の増加は、平成26年11月17日付の第三者割当増資によるものであります。

 

２　新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

 提出会社

（親会社）

第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債（注）
普通株式 － 643,086 － 643,086 －

第４回無担保転換社債型

新株予約権付社債（注）
普通株式 － 1,945,101 － 1,945,101 －

 ストック・オプションとし

ての新株予約権
－  － －  － － 858

 合計  －  － －  － － 858

（注）当連結会計年度の増加は、社債の発行によるものであります。また、一括法を採用しております。

 

３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

現金及び預金 1,253,266千円 3,930,484千円

現金及び現金同等物 1,253,266 3,930,484

 

※２ 当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに株式会社ネクス・ソリューションズを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに株式会社ネクス・ソリューションズ株式の取得価額と株式会社ネクス・ソリューションズ取得

のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 480,447千円

繰延資産 88 

のれん 1,079 

流動負債 △975 

株式会社ネクス・ソリューションズ株式の取得価額 480,640 

株式会社ネクス・ソリューションズの現金及び現金同等物 △480,447 

差引：株式会社ネクス・ソリューションズ取得のための支出 192 

 

　また、株式の取得により新たに株式会社ケアオンラインを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに株式会社ケアオンライン株式の取得価額と株式会社ケアオンライン取得のための支出（純額）との

関係は次のとおりであります。

流動資産 43,942千円

固定資産 21,924 

のれん 38,306 

流動負債 △28,094 

固定負債 △16,322 

株式会社ケアオンライン株式の取得価額 59,756 

株式会社ケアオンラインの現金及び現金同等物 △28,103 

差引：株式会社ケアオンライン取得のための支出 31,653 

 

※３　当連結会計年度において、株式会社ネクス・ソリューションズが事業の譲受けにより増加した資産及び

負債の主な内訳は次のとおりであります。

流動資産 243,790千円

固定資産 51,415

資産合計 295,206

流動負債 215,410

負債合計 215,410

 

（リース取引関係）

（借主側）

　リース取引の内容の重要性が乏しく、かつ、契約１件当たりの金額が少額であるため、連結財務諸表規則第

15条の３の規定に従い、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、親会社である株式会社フィスコのグループ会社の資金の過不足を調整し、かつ資金効

率の最適化を図るグループファイナンスの方針に沿い、余剰資金については短期的な預金の他、グループ

各社への貸付及び投融資として運用するとともに、運転資金等の資金調達については、銀行からの借入れ

の他、グループ各社からも借入れを行う方針であります。なお、デリバティブ取引については、借入金の

金利変動リスクや為替の変動リスクを回避するために利用し、投機目的の取引は行わない方針でありま

す。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）に晒

されております。また、当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち32.4％が上位１社であ

る大口顧客に対するものであります。営業債権について、各事業部門における担当部署が、取引相手ごと

に期日及び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　短期貸付金は、前述のグループファイナンスにより資金運用を目的としております。

　投資有価証券は、主に非上場株式であり、価格の変動リスクに晒されております。そのため、発行者の

財務状況等及び対象金融商品の評価額を定期的に把握しております。

　営業債務である買掛金及び未払金については、支払期日は原則として１ヶ月以内としております。ま

た、借入金は、主に運転資金調達を目的としております。

　営業債務や借入金は、資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に

晒されておりますが、各部署からの報告に基づき財務部門が適時に資金繰計画を作成しており、これによ

り流動性リスクを管理しております。

　一部の変動金利の借入金については、金利の変動リスクに晒されております。そのため、借入金に係る

支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引を利用しております。なお、ヘッジ

会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４　会計処理基準に関する事項（6）重要なヘッジ会

計の方法」をご参照下さい。

　また、買掛金の一部には、海外ＯＤＭメーカーに対する製造委託に伴う外貨建仕入債務があり、為替の

変動リスクに晒されております。このため、外貨建仕入債務について、為替予約等を利用することで為替

の変動リスクの低減を図る方針であります。

　デリバティブ取引の管理については、取引手続き及び取引権限を定めた社内規程に従って行い、当社管

理部において取引残高、為替変動、デリバティブ取引の損益情報を日次又は月次ベースで把握しておりま

す。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（平成25年11月30日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,253,266 1,253,266 －

(2）受取手形及び売掛金 484,993 484,993 －

(3) デリバティブ債権 411,137 411,137 －

　資産計 　2,149,398 　2,149,398 －

(1）支払手形及び買掛金 　237,766 　237,766 －

(2）未払金 28,521 28,521 －

(3）１年内償還予定の社債 　200,000 　200,000 －

(4）短期借入金 　152,500 　152,500 －

(5）長期借入金（１年内返済予定を含む） 285,659 283,779 △1,879

　負債計 904,447 902,567 △1,879
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) デリバティブ債権

　時価の算定は、外国為替証拠金取引を締結している会社から提示された価格によっております。

 

負　債

 (1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金、(3）１年内償還予定の社債、(4）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（5）長期借入金（１年内返済予定を含む）

　時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金  3,930,484  3,930,484 －

(2）受取手形及び売掛金  665,867  665,867 －

(3）短期貸付金  448,887  448,887 －

　資産計  5,045,239  5,045,239 －

(1）支払手形及び買掛金  109,723  109,723 －

(2）未払金  112,999  112,999 －

(3）１年内償還予定の社債  200,000  200,000 －

(4）転換社債型新株予約権付社債  1,215,000 1,189,551 △25,448

(5）長期借入金（１年内返済予定を含む）  1,026,511 1,032,154 5,642

　負債計  2,664,234 2,644,428 △19,805

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）短期貸付金

　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

負　債

 (1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金、(3）１年内償還予定の社債

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）転換社債型新株予約権付社債

　時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。

(5）長期借入金（１年内返済予定を含む）

　時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。ただし、変動金利による長期借入金の一部については、金利スワップの特例処理の対象と

しており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によってお

ります。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象としている長期借入金と一体として処理しているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

非上場株式（投資有価証券） 20,954 12,758

　市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年11月30日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 1,253,266 － － －

受取手形及び売掛金 484,993 － － －

合計 1,738,260 － － －

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

(1）現金及び預金  3,930,484 － － －

(2）受取手形及び売掛金  665,867 － － －

(3）短期貸付金  448,887 － － －

合計 5,045,239 － － －

 

４．借入金、社債及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 152,500 － － － － －

１年内償還予定の社債 200,000 － － － － －

長期借入金 57,984 81,292 57,944 39,604 19,704 29,131

割賦未払金 2,209 948 948 948 101 －

合計 412,693 82,240 58,892 40,552 19,805 29,131

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

１年内償還予定の社債 200,000 － － － －  

転換社債型

新株予約権付社債
－ － 1,215,000 － － －

長期借入金 290,675 288,274 209,486 147,180 76,929 13,967

割賦未払金 6,442 6,229 6,327 1,126 － －

合計 497,117 294,504 1,430,813 148,306 76,929 13,967
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年11月30日）

　非上場の投資有価証券（連結貸借対照表計上額　20,954千円）については、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

　非上場の投資有価証券（連結貸借対照表計上額　12,758千円）については、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

２．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、有価証券について8,196千円（「その他有価証券の株式8,196千円）の減損処

理を行っております。

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成25年11月30日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超

（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引

外国為替証拠金取引     

買建     

米ドル 2,884,307 － 3,027,626 143,318

合計 2,884,307 － 3,027,626 143,318

（注) １．時価の算定方法

外国為替証拠金取引契約を締結している会社から提示された価格によっております。

２．評価損益143,318千円は連結損益計算書上、為替差益として計上し、連結貸借対照表上は上記取引の証拠金と

して差し入れた267,819千円と合わせてデリバティブ債権として計上しております。

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
(千円)

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引     

変動受取・
固定支払

長期借入金 200,000 121,662  (注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度(自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日)

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。また、平成15年11月に確定拠出年

金制度を選択制により導入し、新制度に加入した従業員については従来の退職一時金制度から確定拠出年金

制度への移行を行っております。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）

(1）退職給付債務（千円） 3,511

(2）会計基準変更時差異の未処理額（千円） 414

(3）退職給付引当金(1）－(2）（千円） 3,096

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

退職給付費用（千円） 7,556

(1）確定拠出年金の掛金支払額（千円） 7,245

(2）会計基準変更時差異の費用処理（千円） 311

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

会計基準変更時差異の処理年数　15年

 

当連結会計年度(自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日)

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。また、平成15年11月に確定拠出年

金制度を選択制により導入し、新制度に加入した従業員については従来の退職一時金制度から確定拠出年金

制度への移行を行っております。

　また、一部の連結子会社は、確定拠出年金制度と前払退職金制度の選択制を採用しております。

　なお、当社の退職一時金制度については、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算して

おります。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 3,096千円

退職給付費用 311千円

退職給付に係る負債の期末残高 3,407千円
 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

非積立型制度の退職給付債務 3,511千円

会計基準変更時差異の未処理額 △103千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,407千円

 

退職給付に係る負債 3,407千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,407千円
 

(3）退職給付費用

会計基準変更時差異の費用処理 311千円

簡便法で計算した退職給付費用 311千円
 

３．確定拠出年金制度

当社及び連結子会社の確定拠出年金制度への要拠出額は、23,796千円であります。
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４．前払退職金制度

連結子会社の前払退職金制度への支払額は、6,248千円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

 １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

 
当連結会計年度

（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

一般管理費の株式報酬費 858千円

 

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1) ストック・オプションの内容

 第11回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数

 当社取締役    ５名

 当社従業員    ３名

 子会社取締役  １名

 株式の種類別のストック・オプションの数（注）  普通株式 100,000株

 付与日  平成26年10月30日

 権利確定条件
 付与日（平成26年10月30日）以降、権利確定日（平成

28年10月30日）まで継続して勤務していること。

 対象勤務期間  平成26年10月30日から平成28年10月30日まで

 権利行使期間  平成28年10月31日から平成32年10月30日まで

 （注）株式数に換算して記載しております。

 

 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成26年11月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

 11回新株予約権

 権利確定前           （株）  

  前連結会計年度末 －

  付与 100,000

  失効 －

  権利確定 －

  未確定残 100,000

 権利確定後           （株）  

  前連結会計年度末 －

  権利確定 －

  権利行使 －

  失効 －

  未行使残 －

 

 ②単価情報

 第11回新株予約権

 権利行使価格           　　（円） 738

 行使時平均株価         　　（円） －

 付与日における公正な評価単価（円） 206
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された第11回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以下のとおり

であります。

  ① 使用した評価技法         ブラック・ショールズ式

  ② 主な基礎数値及び見積方法

 第11回新株予約権

 株価変動性（注）１               70.56％

 予想残存期間（注）２                 ３年

 予想配当（注）３                  0％

 無リスク利子率（注）４              0.063％

（注）１．３年間（平成23年９月から平成26年９月まで）の月次株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行

使されるものと推定して見積もっております。

３．過去の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間の国債の利回りであります。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
 

当連結会計年度
（平成26年11月30日）

繰延税金資産    

未払事業税 6,216千円 7,118千円

製品保証引当金 15,964  32,076

賞与引当金 －  10,901

退職給付引当金 1,103  －

退職給付に係る負債 －  1,214

減価償却費超過額 6,377  5,606

電話加入権評価損 995  995

たな卸資産評価損 10,521  14,605

子会社株式評価損 31,789  31,789

繰越欠損金 829,220  613,342

その他 790  4,115

繰延税金資産の小計 902,979  721,766

評価性引当額 △897,805  △704,097

繰延税金資産合計 5,173  17,668

繰延税金負債    

のれんの修正 －  △26,492

繰延税金負債合計 －  △26,492

繰延税金負債の純額 －  △8,823
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
 
 

当連結会計年度
（平成26年11月30日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  0.6

のれんの償却額 2.5  1.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.0  △ 0.0

住民税均等割 0.5  0.6

評価性引当額の増減 △0.2  △2.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  6.5

繰越欠損金等の当期控除額 △32.9  △31.4

その他 0.5  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.6  13.3

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４

月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年12月１日に開始する連結会計年度以降に

解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

　この税率変更により、繰延税金負債の純額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は209千円減少し、法人

税等調整額は同額減少しております。
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成24年12月１日 至　平成25年11月30日）及び当連結会計年度（自　平成25年12月１

日 至　平成26年11月30日）

　当社及び当社の連結子会社は、不動産賃貸借契約に基づく本社事務所の退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、また移転計画もないことから、資

産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務の計上は行ってお

りません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、本社において包括的な戦略を立案し、取り扱う製品及びサービスについて事業活動を展開

しております。当社グループの事業は、以下のとおり、製品及びサービス別のセグメントから構成されており

ます。

　なお、当連結会計年度より、株式会社ネクス・ソリューションズが営むシステム開発事業及び株式会社ケア

オンラインが営む介護事業所向けASPサービス事業を新たに「デバイス事業」に含めております。

報告セグメント 事業内容

デバイス事業 各種無線方式を適用した通信機器の開発、販売

ＰＬＣモデムの開発、販売

上記にかかわるシステムソリューション提供及び保守サービスの提供

システム開発

クラウドサービス

介護事業所向けASPサービス

中国におけるモバイル通信機器関連商品の仕入及び販売

インターネット旅行事業 旅行関連商品のe-マーケットプレイス運営

法人及び個人向旅行代理業務

旅行見積りサービス

コンシェルジュ・サービス

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額
 デバイス事業

インターネット
旅行事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 3,150,081 1,798,208 4,948,289 － 4,948,289

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 11,100 11,100 △11,100 －

計 3,150,081 1,809,308 4,959,389 △11,100 4,948,289

セグメント利益 311,860 17,081 328,942 △69,473 259,468

セグメント資産 1,948,821 492,563 2,441,385 1,636,247 4,077,632

その他の項目      

減価償却費 121,283 2,374 123,657 1,331 124,989

のれんの償却額 － 32,198 32,198 － 32,198

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
187,654 596 188,250 － 188,250

（注）１．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、調整額は主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２．セグメント資産の調整額は、全社資産であり、報告セグメントに帰属しない資産であります。

３．減価償却費の調整額は、全社資産に係る償却費であります。

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額
 デバイス事業

インターネット
旅行事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 4,613,375 1,762,051 6,375,427 － 6,375,427

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 4,613,375 1,762,051 6,375,427 － 6,375,427

セグメント利益 183,881 37,540 221,422 △139,080 82,341

セグメント資産 1,946,745 512,758 2,459,503 4,519,504 6,979,008

その他の項目      

減価償却費 22,674 704 23,378 4,274 27,653

のれんの償却額 32,442 27,847 60,290 － 60,290

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
45,871 － 45,871 127,476 173,348

（注）１．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、調整額は主に全社費用140,686千円であ

り、その内訳は報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント資産の調整額は、主に全社資産4,728,246千円であり、その内訳は主に報告セグメントに帰属しな

い資産（現金及び預金、短期貸付金他）であります。

３．減価償却費の調整額は、主に全社資産に係る償却費5,879千円であります。

４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に全社資産の増加額131,326千円であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成24年12月１日 至 平成25年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

前述の「セグメント情報」に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

加賀電子株式会社 1,572,025 デバイス事業

 

当連結会計年度（自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

前述の「セグメント情報」に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

加賀電子株式会社 1,069,297 デバイス事業

西菱電機株式会社 705,642 デバイス事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年12月１日 至 平成25年11月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年12月１日 至 平成25年11月30日）

   （単位：千円）

 デバイス事業
インターネット

旅行事業
全社・消去 合計

当期償却額 － 32,198 － 32,198

当期末残高 － 232,168 － 232,168

 

当連結会計年度（自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日）

   （単位：千円）

 デバイス事業
インターネット

旅行事業
全社・消去 合計

当期償却額 32,442 27,847 － 60,290

当期末残高 341,166 246,687 － 587,853

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年12月１日 至 平成25年11月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日）

　インターネット旅行事業において、連結子会社の株式を追加取得したことにともない、負ののれん発生益

56,822千円を特別利益に計上しております。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又は

出 資 金

( 百 万 円 )

事 業 の

内 容

又 は 職 業

議 決 権 等

の 所 有

( 被 所 有 )

割 合 (％)

関連当事者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額

（ 千 円 ）
科　目

期末残高

（千円）

親

会

社

株式会社フィスコ
東 京 都

港 区
1,208

情 報 サ ー

ビ ス 事

業 、 コ ン

サ ル テ ィ

ン グ 事 業

（被所有）

直接

(35.07)

間接

(25.79)

役員の兼任

資金の貸付 150,000 短期貸付金 150,000

受取利息 2,638 未 収 入 金 －

資金の返済 100,000 短期借入金 －

債務被保

証
57,920 － －

支払利息 386 未 払 費 用 －

増資の割

当
599,982 － －

その

他の

関係

会社

株式会社ダイヤモ

ンドエージェン

シー

東 京 都

港 区
407

広 告 代 理

業

（被所有）

直接

(25.79)

役員の兼任

資金の貸付 150,000

短期貸付金 －

資金の回収 150,000

受取利息 801 未 収 入 金 －

法人

主要

株主

株式会社インデッ

クス（注）２

東 京 都

世田谷区
39,379 （注）２

（被所有）

直接

(15.41)

― ― － 長期借入金 23,308

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

 

種類 会社等の名称 住所
資本金又は
出 資 金
( 百 万 円 )

事 業 の
内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 (％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取 引 金 額
（ 千 円 ）

科　目
期末残高
（千円）

親

会

社

株式会社フィスコ
東 京 都
港 区 1,210

情報サービ
ス 事 業 、
コ ン サ ル
ティング事
業

直接
(33.11)
間接
(24.36)

役員の兼任

資金の貸付 150,000 短期貸付金 150,000

受取利息 4,126 未 収 入 金 56

転換社債型
新株予約権
付社債の割

当

600,000
転換社債型
新株予約権
付 社 債

600,000

支払利息 3,282 未払金 3,282
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(イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親会

社を持つ会

社

株式会社

フィスコ・

キャピタル

東京都

港区
33
 

コ ン サ ル

ティング事

業

－ 役員の兼任

資金の借入 490,000

短期借入金 －

資金の返済 490,000

支払利息 1,651 未払費用 －

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

該当事項はありません。

 

（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

役員及びその

近親者
秋山　司 役員 －

当社代表取

締役社長
債務被保証 141,651 － －

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

役員及びその

近親者
秋山　司 役員 －

当社代表取

締役社長
債務被保証 53,987 － －

 
（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）資金の貸付及び借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。ま

た、担保は提供しておりません。

(2）転換社債型新株予約権付社債の割当については、発行価額は、社債100円につき100円、転換価額は、本

第三者割当に係る取締役会決議日の直前営業日（平成26年10月29日）の東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱス

タンダード市場における当社普通株式の終値である419円とし、発行価額については当社の発行済株式

総数と本第三者割当等により発行される新株式数、株式市場における当社株式の流動性、ボラティリ

ティ、直近の上昇率及び株式市場の諸要因等、当社のおかれている状況を加味し、各割当先と協議の

上、決定しております。

(3）当社の銀行からの借入金に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりませ

ん。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
株式会社

フィスコ

東京都

港区
1,208

 

情報サービ

ス事業、コ

ンサルティ

ン グ 事 業

（被所有）

（直接

(35.07)

間接

(25.79)

役員の兼任

資金の貸付 200,000 短期貸付金 200,000

受取利息 3,517 未収入金 －
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当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
株式会社

フィスコ

東京都

港区
1,210

 

情報サービ

ス事業、コ

ンサルティ

ン グ 事 業

（被所有）

（直接

(33.11)

間接

(24.36)

役員の兼任

資金の回収 200,000

短期貸付金 200,000

資金の貸付 200,000

受取利息 5,501 未収入金 －

 

(イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親会

社を持つ会

社

株式会社

フィスコ・

キャピタル

東京都

港区
33

コ ン サ ル

ティング事

業

－ －

資金の回収 80,000 短期貸付金 －

受取利息 2,202 未収入金 －

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親会

社を持つ会

社

株式会社

フィスコ・

キャピタル

東京都

港区
33

コ ン サ ル

ティング事

業

－ －

資金の貸付 80,000 短期貸付金 80,000

受取利息 1,891 未収入金 131

 

　（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

重要な子会社

の役員及びそ

の近親者

石井　諭 役員 －
子会社代表

取締役
債務被保証 32,360 － －

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

重要な子会社

の役員及びそ

の近親者

石井　諭 役員 －
子会社代表

取締役
債務被保証 27,320 － －

 
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）資金の貸付については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、担保は提供

しておりません。

(2）子会社の銀行からの借入金に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

　　なお、石井　諭氏は平成26年11月30日付で子会社代表取締役を退任しております。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

① 株式会社フィスコ（東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）に上場）

② シークエッジ インベストメント インターナショナル リミテッド（非上場）
 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
 

（企業結合等関係）

Ⅰ 連結子会社による吸収分割

１．企業結合の概要

（1）吸収分割の相手先の名称及び吸収分割の対象事業の内容

相手先の名称　　株式会社ＳＪＩ

事業の内容　　　株式会社ＳＪＩが営む中部事業部、関西事業部及び九州事業部におけるシステム開発事業

（2）企業結合を行った主な理由及び取得企業を決定するに至った主な根拠

当社グループが、株式会社ＳＪＩが営む中部事業部、関西事業部及び九州事業部におけるシステム開発事業を

吸収分割により承継することにより、ハードウェアの開発技術や組み込みのノウハウと分割会社の高いシステム

開発力との高い相乗効果を期待することができ、デバイス製品だけの提供に留まらず、専用システムも併せた

ユーザビリティの高いパッケージ製品の提供、また株式会社ネクスの製品開発時に必要となる様々なソフト開発

やシステム開発の外注の内製化を実現することができます。さらには、当社グループではリーチできなかった、

各地の有力企業に対する営業インフラを構築することができ、遠隔監視用製品や車載用製品等のM２M製品の更な

る販売に寄与し、事業拡大することを目的としております。

（3）企業結合日

平成26年１月31日

（4）企業結合の法的形式

株式会社ＳＪＩを分割会社とし、株式会社ネクス・ソリューションズを承継会社とする吸収分割

（5）結合後企業の名称

株式会社ネクス・ソリューションズ

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年１月31日から平成26年11月30日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

現金等による支出 480,000千円

企業結合日に交付した株式会社ネクス・ソリューションズの株式

2,400株（１株当たり50,000円）の時価
120,000千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 9,773千円

取得原価  609,773千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

335,312千円

（2）発生原因

主として上記システム開発事業と当社事業の相乗効果による当社グループの事業拡大により期待される超過

収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

10年間の均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 243,790千円

固定資産 51,415

資産合計 295,206

流動負債 215,410

負債合計 215,410

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

売上高 382百万円

営業利益 17

経常利益 17

税金等調整前当期純利益 17

当期純利益 11

１株当たり当期純利益 0.95円
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（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損

益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。また、企業結合時に認識され

たのれんが当連結会計年度開始の日に発生したものとして償却額を算定しております。なお、当該注記は監査証

明を受けておりません。

 

Ⅱ　子会社株式の取得

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社ケアオンライン

事業の内容　　　　　介護事業所向けASPサービス

（2）企業結合を行った主な理由及び取得企業を決定するに至った主な根拠

介護業界のマーケットの拡大による株式会社ケアオンライン自体の介護施設に対するサービスの拡大、また同

社のソフトウェア資産と当社の通信技術資産（低電磁波と言われているPHS機器を利用することで、人体や医療機

器への影響が少ない最適なモバイルプラットフォームを確立できます。）を組み合わせることにより、今後政策

的に推進される在宅医療・介護サービスに対応した訪問看護・介護の現場でタイムリーに情報確認や情報入力が

できるタブレット端末等の新たなソリューションサービスの提供、さらには、社会的問題になっている独居の高

齢者に対する見守りサービスの提供などにおいても、それぞれの持つ技術資産と顧客ドメインを共有する事によ

るシナジー効果による株式会社ケアオンラインの事業拡大及び当社デバイス事業の更なる拡大を目的とする。

（3）企業結合日

平成25年12月12日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社ケアオンライン

 

（6）取得した議決権比率

取得前に所有していた議決権比率　 －％

企業結合日に取得した議決権比率　100％

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成25年12月31日をみなし取得日としているため、平成26年１月１日から平成26年11月30日までの業績を含め

ております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金による支出 59,756千円

取得原価  59,756千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

38,306千円

（2）発生原因

主として株式会社ケアオンラインの事業と当社事業の相乗効果による当社グループの事業拡大により期待さ

れる超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

10年間の均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 43,942千円

固定資産 21,924

資産合計 65,866

流動負債 28,094

固定負債 16,322

負債合計 44,416

 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響額が軽微であるため、記載を省略しております。
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Ⅲ　共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　イー・旅ネット・ドット・コム株式会社

事業の内容　　　　　インターネット旅行事業

（2）企業結合を行った主な理由及び取得企業を決定するに至った主な根拠

少数株主からの要請及びグループ経営体制の強化のため、少数株主が保有する株式を当社が取得するものであ

ります。

（3）企業結合日

平成26年６月27日、平成26年９月３日及び平成26年９月19日

（4）企業結合の法的形式

少数株主との取引による株式取得

（5）結合後企業の名称

変更はありません。

（6）当社の同社に対する持株比率

追加取得前の持株比率　55.47%

追加取得後の持株比率　94.05%

 

２　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表分）に基づ

き、共通支配下の取引等のうち、少数株主との取引として処理しております。

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金による支出 162,336千円

取得原価  162,336千円

 

４．発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因（平成26年６月27日及び平成26年９月19日取得分）

（1）発生した負ののれん発生益の金額

56,822千円

（2）発生原因

少数株主から取得した子会社株式の取得原価が少数株主持分の減少額を下回ったことによるものでありま

す。

 

５．発生したのれんの金額及び発生原因（平成26年９月３日取得分）

（1）発生したのれんの金額

42,367千円

（2）発生原因

少数株主から取得した子会社株式の取得原価が少数株主持分の減少額を上回ったことによるものでありま

す。

（3）償却方法及び償却期間

10年間の均等償却
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

 
１株当たり純資産額 212円57銭

１株当たり当期純利益金額 39円79銭
 

 
１株当たり純資産額 276円14銭

１株当たり当期純利益金額 54円７銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 51円60銭
 

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しないため、

記載しておりません。

 

（注）１．当社は、平成25年６月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定して

おります。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日

　　至　平成26年11月30日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（千円） 430,325 630,311

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 430,325 630,311

期中平均株式数（株） 10,814,919 11,657,041

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － 2,034

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（千円））
（    －） （2,034）

普通株式増加数（株） － 597,795

（うち転換社債型新株予約権付社債（株）） （    －） （ 597,795）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予約権

264個、目的となる株式数

660,000株）（注）３

第11回新株予約権（新株予約権

1,000個、目的となる株式数

100,000株）

３．当社は、平成23年６月29日に発行した当社第８回新株予約権及び第９回新株予約権（以下、「本新株予約権」

という。）について、本新株予約権者であるBrillance Hedge Fund及びBrillance Multi Strategy Fundよ

り、本新株予約権の発行要項に基づき、当社に対し、その残存する本新株予約権の全部を、本新株予約権の払

込額相当額で取得する旨の請求があったため、平成25年６月27日付で、取締役会決議を行い、以下のとおり、

当社が取得日において残存する本新株予約権の全部を取得するとともに、取得後直ちに本新株予約権の全部を

消却しました。

（1）取得及び消却する新株予約権の名称 第８回新株予約権、第９回新株予約権

（2）取得及び消却する新株予約権の数
合計240個 （第８回新株予約権は104個、第９回新株予約権は136

個）

（3）取得日及び消却日 平成25年６月27日

（4）取得価額
合計1,337,240円（第８回新株予約権１個当たり6,334円、第９回

新株予約権１個当たり4,989円）

（5）消却後に残存する新株予約権の数 0個
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（重要な後発事象）

１．新設分割

当社は、平成27年１月26日開催の取締役会において、平成27年４月１日を効力発生日として新設分割（以下「本新

設分割」といいます。）を行い、持株会社体制へ移行することを決議しました。その概要は次のとおりであります。

(1）会社分割の目的

当社は、すでに飽和しつつあるスマートフォンなど携帯通信市場に対して今後の成長が期待される機械（モノ）と

機械（モノ）とがあらゆる通信手段を用いてつながりあう仕組みやその通信形態を必要とする市場、すなわちM2M市場

と呼ばれる市場への参入拡大を強化し、引き続き安定した収益基盤を維持しながら、成長のドライバーとなる開発資

金の確保とマーケットを見極めた資金投下を行うことを方針として参りました。

昨今為替相場が大きく変動する中、上記方針に沿いながら、変化する市場に対して迅速に対応し、競争力のある効

率的な営業体制を構築することが重要であると判断し、当社デバイス事業（農業ICT事業を除く。）を新設する「株式

会社ネクス」へ承継させる会社分割を実施し、当社商号も「株式会社ネクスグループ」に変更して持株会社体制に移

行することといたしました。なお、今後成長させていくことを予定しております、介護ロボット事業、農業につきま

しては、引き続き当社が事業を行ってまいります。

持株会社体制へ移行することにより、当社はグループ経営に特化する一方、事業会社には事業執行上の権限を大幅

に委譲することが可能となり、グループ最適経営、事業運営の自立性、グループ内のシナジー効果の向上が期待でき

ます。また、成長施策として有力な選択肢であるＭ＆Ａを迅速・円滑に実施する上でも、持株会社体制の持つ機動性

が大いに寄与すると考えております。

(2）会社分割の日程

新設分割計画書承認取締役会　　平成27年１月26日

新設分割計画書承認株主総会　　平成27年２月25日

分割期日（効力発生日）　　　　平成27年４月１日（予定）

(3) 会社分割の方法

当社を分割会社とし、新設する「株式会社ネクス」を承継会社とする新設分割を行い、当社のデバイス事業（農業

ICT事業を除く）に関して有する下記（5）に定める権利義務を、新設会社に承継させます。

(4) 会社分割に係る割当ての内容

新設分割に際し、新設会社は普通株式26,000株を発行し、その全てを当社に割当てます。

(5) 承継する権利義務

新設会社は、平成27年１月26日付「新設分割計画書」に定めるところにより、承継事業に関する資産、当社従業員

との間の雇用契約、契約上の地位その他の権利義務を本新設分割の効力発生日において新設会社に承継させ、新設会

社はこれを承継するものとします。

なお、当社から新設会社に対して負債の承継はしないものとします。

(6) 分割当事会社の概要

  
分割会社

（平成26年11月30日現在）

新設（承継）会社

（平成27年４月１日設立）

① 商号
株式会社ネクス（平成27年４月１日付で

「株式会社ネクスグループ」に商号変更）
株式会社ネクス

② 所在地 岩手県花巻市椚ノ目第２地割32番地１ 同左

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　秋山 司 同左

④ 事業内容 デバイス事業、ロボット事業、農業 デバイス事業

⑤ 資本金 1,212百万円 310百万円

⑥ 設立（創業）年月日 昭和59年４月21日 平成27年４月１日（予定）

⑦ 発行済株式数 12,317,000株 26,000株

⑧ 決算期 11月30日 同左

⑨ 大株主および持株比率

株式会社フィスコ 33.11％

株式会社ネクスグループ 100％

株式会社ダイヤモンドエージェ

ンシー
24.35％

株式会社エイビット・ホール

ディングス
2.83％
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(7) 分割する事業部門の概要

①分割する部門の事業内容

デバイス事業（農業ICT事業を除く）

 

② 分割する部門の経営成績（平成26年11月期）

 分割する事業部門の経営実績(a) 分割会社の実績(b) 比 率(a／b)

売上高（百万円） 2,827 6,375 44.3％
  
 

③ 承継する資産、負債の項目および金額（平成26年11月期）

資　　産 負　　債

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産（百万円） 842 流動負債（百万円） －

固定資産（百万円） 190 固定負債（百万円） －

合　計（百万円） 1,033 合　計（百万円） －
 
（注）上記は平成26年11月30日現在の貸借対照表を基準として算出しているため、実際の分割に係る金額は、上記金額

に効力発生日までの増減を加味した数値となります。

 

２．株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発行

　当社は、当社グループの業績向上や企業価値増大に対する意欲や士気を高めるためのインセンティブを与えることを

目的として、平成27年１月26日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社

及び当社関係会社の取締役及び従業員に対し、特に有利な条件によりストック・オプションとして新株予約権を割り当

てること及び当該新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき承認を求める議案を、平成27年２

月25日開催予定の第31回定時株主総会に付議することを決議いたしました。

　同議案は、平成27年２月25日開催の第31回定時株主総会において決議されました。

　当該新株予約権の発行内容は、以下のとおりであります。

(1）新株予約権の名称

　　株式会社ネクス第12回新株予約権

(2）新株予約権の総数並びに目的である株式の種類及び数

新株予約権の総数

　1,000個を上限とし、このうち、取締役に割り当てる新株予約権の数の上限は500個（うち社外取締役分は100個）

とする。新株予約権の目的である株式の種類及び数

　当社普通株式100,000株を株式数の上限とし、このうち、取締役については当社普通株式50,000株（うち社外取締

役分は10,000株）を割り当てる新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式数の上限とする。

　なお、各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」という）は100株とする。また、当社が、本総会

の決議の日（以下「決議日」という）後、当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により

付与株式数を調整するものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

　さらに、上記の他、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当

社は必要と認める株式数の調整を行うことができる。

　上記の調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権に係る付与株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

(3）新株予約権と引き換えに払い込む金額

　新株予約権と引き換えに金銭の払込みを要しないこととする。

(4）新株予約権の割当日

　当社取締役会に委任するものとする。

(5）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権の行使により交付を受けることのできる

株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値（以下「終値」という）の平均値と割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近日の終値）のいずれか高い金額に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。

　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

株式分割・株式併合の比率
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　上記の他、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の減少を行う場合、その他こ

れらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範囲で行使

価額の調整を行うことができる。

(6）新株予約権の行使期間

　新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議の日後２年を経過した日から、当該取締役会決議の日後５年を経

過する日まで。

(7）新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、新株予約権行使時においても当社または当社関係会社の役職員の地位にあることを要する。た

だし、当社取締役会が特例として認めた場合を除く。

(8）新株予約権の取得条項

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承

認の議案につき、当社株主総会で承認されたとき（株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会決議がなされた

とき）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができる。

②新株予約権の割当日以降、東京証券取引所における当社普通株式の終値が一度でも権利行使価額の50％（1円未満

の端数は切り下げ）以下となった場合には、当社は、当該新株予約権を無償で取得することができる。

③新株予約権者が、上記(7)に定める条件に該当しなくなった場合、当社は、当社の取締役会の決議により別途定め

る日において、当該新株予約権者が保有する本新株予約権のすべてを無償で取得することができる。

(9）新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するものとする。

(10）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げる。また、新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加

限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とする。

(11）端数がある場合の取扱い

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる

ものとする。

(12) その他

　その他の新株予約権の募集事項については、別途開催される当社取締役会の決議において定める。
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３．当社発行の無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使

　当社発行の第３回転換社債型新株予約権付社債及び第４回転換社債型新株予約権付社債について、新株予約権が全て

（第３回は４個、第４回は815個）行使されました。その概要は以下のとおりであります。

（1）概要

名称 株式会社ネクス第３回無担保転換社債型新株予約権付社債

転換価額 400,000,000円

転換価額（１株当たり） 622円

行使により発行した株式数 643,086株

権利行使者 株式会社フィスコ

権利行使日 平成27年２月５日

 

名称 株式会社ネクス第４回無担保転換社債型新株予約権付社債

転換価額 815,000,000円

転換価額（１株当たり） 419円

行使により発行した株式数 1,945,101株

権利行使者 MARVEL TIME GLOBAL LIMITED（620,525株）、株式会社フィスコ（477,326株）、

Brillance Multi Strategy Fund（286,395株）アマノ本部株式会社（238,663株）

他３名

権利行使日 平成26年12月12日から平成27年２月５日まで

（注）上記により当社の発行済株式総数は、期末日より2,588,187株増加し、平成27年２月５日現在において14,905,187

株となっております。

 

（2）新株予約権行使後の当社の発行済株式総数に対する株式会社フィスコグループの株式保有割合

（平成27年２月５日現在）

 新株予約権行使前 新株予約権行使後

（当社の発行済株式総数） （13,784,775株） （14,905,187株）

株式会社フィスコ 4,078,300株（29.6%） 5,198,712株(34.8%)

株式会社フィスコダイヤモンドエージェンシー（注） 3,000,000株（21.7%） 3,000,000株(20.1%)

合計 7,078,300株（51.3%） 8,198,712株(55.0%)

（注）株式会社ダイヤモンドエージェンシーは、平成27年２月12日付で株式会社フィスコダイヤモンドエージェンシーに

商号を変更しております。

 

（3）新株予約権行使後の当社の資本金及び資本準備金（平成27年２月５日現在）

①資本金　1,819,748千円

②資本準備金　1,219,062千円

 

４．和解による訴訟の解決

（1）訴訟の提起から和解に至るまでの経緯

当社は、平成24年11月21日、株式会社ＣＳＣ（所在地：東京都港区浜松町一丁目２番７号、代表者の氏名：代表取締

役 村田 榮一郎）より当社商品に不具合が存在していたとして、当社他１社に対し不法行為等に基づく損害賠償請求を

提起されました。その後、本件訴訟は、株式会社エナリス（所在地：東京都足立区千住一丁目４番１号東京芸術セン

ター（登記簿上の本店所在地）、代表者の氏名 代表取締役 村上 憲郎）から原告に対する同一の原因に基づく損害賠

償請求訴訟ととともに審理されておりました。当社は同訴訟において、一貫して商品不具合の原因が当社の原因による

ものではない旨を主張して参りました。

しかしながら、今般、裁判所から訴訟上の和解の勧告がなされたことから、和解に応じることの是非について検討

し、これに応じることといたしました。すなわち、本件訴訟は提訴から既に２年が経過しており、その対応をするため

に人的資源を奪われることによる機会損失が生じていること、本件が高度な技術の内容にかかわる訴訟であることか

EDINET提出書類

株式会社ネクス(E05702)

有価証券報告書

 82/101



ら、今後の立証活動を含め判決が確定するまで訴訟を継続した場合には時間・費用やその他経済的・人的コストがさら

に大きくなることが見込まれ、また、判決の結果が必ずしも予想できるものではないことに加え、本件訴訟が一部請求

であり訴訟の継続により請求の拡張も想定されることなどを総合的に勘案すると、早期解決を図ることが当社にとって

も有利であるものと判断しました。

（2）和解の概要

上記のとおり、株式会社エナリスから原告に対する損害賠償請求訴訟とともに審理されたことに伴い、平成27年２月

13日付で株式会社エナリスを交えた和解が成立しました。

① 当社は株式会社エナリスに対し解決金25,000千円を支払う。

② 原告は、当社に対する一切の請求を放棄する。

③ 各当事者間には、上記和解による解決金の支払以外に一切の債権債務は存在しない。

④ 訴訟費用は各当事者の負担とする。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

  平成年月日     平成年月日

㈱ネクス 第１回無担保普通社債 25.６.12
200,000

(200,000)
－

( －)
2.25 なし 25.12.11

㈱ネクス 第２回無担保普通社債 25.12.11
－

( －)
200,000

(200,000)
2.25 なし 26.12.10

㈱ネクス
第３回無担保転換社債型
新株予約権付社債

26.２.７
－

( －)
400,000
( －)

1.0 なし 29.２.６

㈱ネクス
第４回無担保転換社債型
新株予約権付社債

26.11.17
－

( －)
815,000
( －)

0.5 なし 29.11.16

合計 － －
200,000

(200,000)
1,415,000
(200,000)

－ － －

（注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

銘柄
第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債
第４回無担保転換社債型

新株予約権付社債

発行すべき株式 普通株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償 無償

株式の発行価格（円） 622 419

発行価額の総額（千円） 400,000 815,000

新株予約権の行使により発行した株式の発
行価額の総額（百万円）

－ －

新株予約権の付与割合（％） 100 100

新株予約権の行使期間
自 平成26年２月７日
至 平成29年２月６日

自 平成26年11月17日
至 平成29年11月16日

（注）なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還

に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約

権が行使されたときには、当該請求があったものとみなします。

３．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

200,000 － 1,215,000 － －
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 152,500 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 57,984 290,675 1.7 －

１年以内に償還予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く）
227,675 735,836 1.6 平成27年～平成33年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く）
－ － － －

その他有利子負債     

１年以内に返済予定の割賦未払金 2,209 6,442 2.0 －

長期割賦未払金 2,947 13,682 2.0 平成27年～平成30年

合計 443,316 846,636 － －

（注）１　「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除

く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 288,274 209,486 147,180 76,929

長期割賦未払金 6,229 6,327 1,126 －

　３　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の当期末残高のうち、23,308千円は無利息であります。

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

① 当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,359,160 3,686,797 4,928,951 6,375,427

税金等調整前四半期（当期）純利益金額

又は税金等調整前四半期純損失金額（△）（千

円）

△24,202 139,798 195,516 742,456

四半期（当期）純利益金額

又は四半期純損失金額（△）（千円）
△37,163 93,903 140,015 630,311

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額（△）（円）
△3.20 8.07 12.04 54.07

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額（△）（円）
△3.20 11.27 3.96 41.78

 

② 訴訟

連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」の「４．和解による訴訟の解決」をご参照願います。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 964,774 3,289,512

売掛金 481,595 409,673

仕掛品 399,669 472,025

原材料 13,423 3,086

前渡金 331,688 67,657

前払費用 138 5,885

短期貸付金 ※２ 150,000 ※２ 340,000

デリバティブ債権 411,137 －

その他 1,879 5,521

流動資産合計 2,754,307 4,593,363

固定資産   

有形固定資産   

建物 208,576 214,553

減価償却累計額 △175,717 △181,808

建物（純額） ※１ 32,858 ※１ 32,744

構築物 40,010 41,817

減価償却累計額 △34,144 △35,512

構築物（純額） 5,865 6,304

機械及び装置 13,227 13,227

減価償却累計額 △12,967 △13,038

機械及び装置（純額） 259 188

工具、器具及び備品 323,499 326,248

減価償却累計額 △319,038 △321,121

工具、器具及び備品（純額） 4,461 5,126

土地 ※１ 151,097 ※１ 151,097

有形固定資産合計 194,543 195,463

無形固定資産   

ソフトウエア 69,040 1,322

ソフトウエア仮勘定 34,651 －

その他 223 223

無形固定資産合計 103,915 1,546

投資その他の資産   

投資有価証券 10,050 1,853

関係会社株式 500,619 1,263,152

出資金 20 20

敷金及び保証金 7,636 39,462

投資その他の資産合計 518,326 1,304,488

固定資産合計 816,785 1,501,497

資産合計 3,571,092 6,094,861
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 237,766 58,845

短期借入金 152,500 －

1年内償還予定の新株予約権付社債 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 52,944 ※１ 285,635

未払金 5,034 12,826

未払費用 27,306 41,049

未払法人税等 45,736 47,524

未払消費税等 25,578 1,888

前受金 92,400 3,516

預り金 13,440 41,176

製品保証引当金 42,000 90,000

その他 － 104

流動負債合計 894,706 782,566

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 － ※２ 1,215,000

長期借入金 ※１ 200,355 ※１ 713,556

退職給付引当金 3,096 3,407

その他 2,947 2,118

固定負債合計 206,399 1,934,081

負債合計 1,101,106 2,716,648

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,068,146 1,212,248

資本剰余金   

資本準備金 468,146 611,562

その他資本剰余金 407,259 407,259

資本剰余金合計 875,405 1,018,821

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 526,469 1,146,320

利益剰余金合計 526,469 1,146,320

自己株式 △35 △35

株主資本合計 2,469,986 3,377,354

新株予約権 － 858

純資産合計 2,469,986 3,378,213

負債純資産合計 3,571,092 6,094,861
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当事業年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

売上高   

製品売上高 3,110,745 2,815,892

保守売上高 39,335 13,888

売上高合計 3,150,081 2,829,781

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 3,066 －

当期製品製造原価 2,403,165 2,394,952

合計 2,406,231 2,394,952

製品売上原価 2,406,231 2,394,952

保守売上原価 57,806 78,573

売上原価 2,464,037 2,473,525

売上総利益 686,043 356,255

販売費及び一般管理費   

役員報酬 27,198 13,791

給与諸手当 97,731 104,435

退職給付費用 3,124 3,187

法定福利費 18,000 16,208

販売促進費 168 86

アフターサービス費 56,660 13,794

業務委託費 15,804 4,935

旅費及び交通費 18,840 15,282

地代家賃 11,181 8,073

支払手数料 56,320 39,549

減価償却費 6,379 6,413

その他 65,182 58,186

販売費及び一般管理費合計 376,592 283,942

営業利益 309,451 72,312

営業外収益   

受取利息 12,454 4,204

有価証券利息 6,291 －

為替差益 208,279 641,308

その他 2,372 6,204

営業外収益合計 229,397 651,717

営業外費用   

支払利息 7,345 13,360

社債利息 2,120 7,900

株式交付費 2,134 5,546

社債発行費 － 5,784

その他 1,655 2,855

営業外費用合計 13,256 35,446

経常利益 525,591 688,583

特別利益   

償却債権取立益 － 1,817

特別利益合計 － 1,817

特別損失   

子会社株式評価損 ※１ 59,385 －

投資有価証券評価損 － 8,196

特別損失合計 59,385 8,196

税引前当期純利益 466,206 682,205

法人税、住民税及び事業税 40,100 62,354

法人税等合計 40,100 62,354

当期純利益 426,105 619,850
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 600,000 － 407,259 407,259 100,363 100,363 － 1,107,623

当期変動額         

新株の発行 468,146 468,146  468,146    936,292

当期純利益     426,105 426,105  426,105

自己株式の取得       △35 △35

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 468,146 468,146 － 468,146 426,105 426,105 △35 1,362,363

当期末残高 1,068,146 468,146 407,259 875,405 526,469 526,469 △35 2,469,986

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 1,489 1,109,112

当期変動額   

新株の発行  936,292

当期純利益  426,105

自己株式の取得  △35

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△1,489 △1,489

当期変動額合計 △1,489 1,360,873

当期末残高 － 2,469,986
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当事業年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,068,146 468,146 407,259 875,405 526,469 526,469 △35 2,469,986

当期変動額         

新株の発行 144,102 143,415  143,415    287,517

当期純利益     619,850 619,850  619,850

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 144,102 143,415 － 143,415 619,850 619,850 － 907,368

当期末残高 1,212,248 611,562 407,259 1,018,821 1,146,320 1,146,320 △35 3,377,354

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 － 2,469,986

当期変動額   

新株の発行  287,517

当期純利益  619,850

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

858 858

当期変動額合計 858 908,227

当期末残高 858 3,378,213
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

（2）その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

（1）原材料

　移動平均法

（2）仕掛品

　個別法

３　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除く）について

は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　５～31年

構築物　７～15年

機械及び装置 ８～10年

工具、器具及び備品　２～10年

（2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

４．繰延資産の処理方法

（1）株式発行費

　支出時に全額費用として処理しております。

（2）社債発行費

　支出時に全額費用として処理しております。

５　引当金の計上基準

（1）製品保証引当金

 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、当該費用の見積額を計上しております。

（2）退職給付引当金

　退職一時金制度を選択している従業員の退職金の支出に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を費用処理しております。

　また、平成15年11月に確定拠出年金制度を選択制により導入し、新制度に加入した従業員については従来

の退職一時金制度から確定拠出年金制度への移行を行っております。

６　重要な収益及び費用の計上基準

受託開発に係る売上及び売上原価の計上基準

工事完成基準

７　ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の条件を満たすものについて、特例処理を採用しておます。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金

（3）ヘッジ方針

　金利変動リスク低減のため、金利スワップ取引を行っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

　　なお、金利スワップ等の特例処理の条件を満たしている場合は、有効性の判定を省略しております。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第75条第２項に定める「製造原価明細書」については、同条第２項ただし書きにより、記載

を省略しております。

・財務諸表等規則第80条に定める「たな卸資産の帳簿価額の切下げに関する記載」については、同条第３項に

より、記載を省略しております

・財務諸表等規則第86条に定める「研究開発費の注記」については、同条第２項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第107条に定める「自己株式に関する注記」については、同条第２項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第８条の６に定める「リース取引に関する注記」については、同条第４項により、記載を省

略しております。

・財務諸表等規則第８条の28に定める「資産除去債務に関する注記」については、同条第２項により、記載を

省略しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める「１株当たり純資産額の注記」については、同条第３項により、記載を

省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める「１株当たり当期純損益金額に関する注記」については、同条第３

項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」に関する注記につい

ては、同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める「有価証券明細表」に関する注記については、同条第３項に

より、記載を省略しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
当事業年度

（平成26年11月30日）

建物 21,871千円 26,533千円

土地 151,097 151,097

計 172,969 177,631

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
当事業年度

（平成26年11月30日）

１年内返済予定の長期借入金 28,344千円 52,013千円

長期借入金 113,307千円 195,306千円

 

※２　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほかに次のものがあります。

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
当事業年度

（平成26年11月30日）

流動資産   

短期貸付金 150,000千円 340,000千円

固定負債   

転換社債型

新株予約権付社債
－千円 600,000千円
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３　偶発債務（係争事件に係る損害賠償義務）

前事業年度
（平成25年11月30日）

当事業年度
（平成26年11月30日）

30,000千円（注） －千円

（注）　当社を被告として株式会社ＣＳＣが訴訟を提起している、当社製品の不具合による、請負契約責任、

不法行為責任又は製造物責任に基づく損害賠償請求事件に係る原告の請求額であります。なお、原告が

主張している損害発生額は481,999千円であります。

　当社は、当社製品には不具合がないものと判断しており、原告の訴えは極めて不当であると考えてお

り、原告の主張に対する反論を行ってまいります。

 

（損益計算書関係）

※１　子会社株式評価損

前事業年度において、星際富通（福建）網絡科技有限公司に対して減損処理を行ったものであります。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
 

当事業年度
（平成26年11月30日）

繰延税金資産    

未払事業税 4,850  4,412

退職給付引当金 1,103  1,214

減価償却費超過額 5,979  5,388

電話加入権評価損 995  995

たな卸資産評価損 10,521  14,605

子会社株式評価損 21,164  21,164

繰越欠損金 820,672  610,015

製品保証引当金 15,964  32,076

その他 330  3,079

繰延税金資産の小計 881,582  692,952

評価性引当額 △881,582  △692,952

繰延税金資産合計 －  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
 

当事業年度
（平成26年11月30日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  0.1

住民税均等割 0.2  0.3

評価性引当額の増減 1.0  △3.7

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  6.8

繰越欠損金の当期控除額 △31.2  △32.4

その他 0.4  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.6  9.1

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４

月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年12月１日に開始する事業年度以降に解消が見

込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

　この税率変更による、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）への影響はありません。
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（企業結合等関係）

　連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」の「Ⅱ　子会社株式の取得」及び「Ⅲ　共通支配下の取引

等」と同一であるため、当該項目をご参照願います。

 

（重要な後発事象）

１．新設分割

　連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」の「１．新設分割」と同一であるため、当該項目をご参照願い

ます。

 

２．株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発行

　連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」の「２．株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発

行」と同一であるため、当該項目をご参照願います。

 

３．当社発行の無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使

　連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」の「３．当社発行の無担保転換社債型新株予約権付社債の新株

予約権行使」と同一であるため、当該項目をご参照願います。

 

４．和解による訴訟の解決

　連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」の「４．和解による訴訟の解決」と同一であるため、当該項目

をご参照願います。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高

（千円）

有形固定資産        

建物 208,576 5,976 － 214,553 181,808 6,090 32,744

構築物 40,010 1,807 － 41,817 35,512 1,368 6,304

機械及び装置 13,227 － － 13,227 13,038 70 188

工具、器具及び備品 323,499 2,749 － 326,248 321,121 2,083 5,126

土地 151,097 － － 151,097 － － 151,097

有形固定資産計 736,411 10,532 － 746,944 551,481 9,613 195,463

無形固定資産        

ソフトウエア 276,468 1,140 230,710 46,898 45,575 1,401 1,322

ソフトウエア仮勘定 34,651 － 34,651 － － － －

その他 223 － － 223 － － 223

無形固定資産計 311,344 1,140 265,362 47,121 45,575 1,401 1,546

（注）当期減少額のうち主なものは次のとおりです。

ソフトウェア 他勘定振替 194,093千円

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

製品保証引当金 42,000 90,000 － 42,000 90,000

（注）製品保証引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替えによる取崩額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

訴訟

 「１．連結財務諸表等　(２）その他　② 訴訟」と同一であるため、当該項目をご参照願います。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 12月１日から11月30日まで

定時株主総会 ２月中

基準日 11月30日

剰余金の配当の基準日 ５月31日、11月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

　当会社の公告の方法は、電子公告により行います。ただし、電子公告を行うことができ

ない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法により行

います。

　なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは次のとおりです。

http://www.ncxx.co.jp/

株主に対する特典

(1) 対象株主様

　株主名簿（毎年５月31日又は11月30日現在）に記載又は記録された１単元（100株)以上

を所有する株主様

(2）優待内容

　以下の①及び②の優待券を、毎年５月31日現在の株主様及び11月30日現在の株主様に送

付いたします。

　優待券の利用期間は、５月31日現在の株主様については毎年11月～翌年４月、11月30日

現在の株主様については毎年５月～10月となっております。

① 当社の子会社である株式会社ウェブトラベルの優待券

　株主様が株式会社ウェブトラベルに旅行のオーダーメイド見積もりを手配された場

合に、国内旅行費用から5,000円を割引（税抜き10万円以上のご利用に限ります）、ま

た海外旅行費用から10,000円を割引（税抜き10万円以上のご利用に限ります）いたし

ます。

（注）１．優待券の利用期間中は、何度でもご利用いただけます。

２．ホテルのみ、航空券のみ、コンサルティングのみなど、単体でのご予約の場合

は、本サービスの適用外となります。

② 当社が提携する岩手県花巻市内の温泉旅館で利用可能な宿泊割引券（10％割引）２枚

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第30期（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

平成26年２月28日東北財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年２月28日東北財務局長に提出

（3）四半期報告書及び確認書

（第31期第１四半期）（自 平成25年12月１日 至 平成26年２月28日）平成26年４月14日東北財務局長に提出

（第31期第２四半期）（自 平成26年３月１日 至 平成26年５月31日）平成26年７月15日東北財務局長に提出

（第31期第３四半期）（自 平成26年６月１日 至 平成26年８月31日）平成26年10月15日東北財務局長に提出

（4）臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に

おける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書

平成26年２月28日東北財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異

動）に基づく臨時報告書

平成26年６月23日東北財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号並びに第19号（財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象が発生）に基づく臨時報告書

平成26年11月25日東北財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（新設分割）

に基づく臨時報告書

平成27年１月29日東北財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に

おける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書

平成27年２月25日東北財務局長に提出。

（5）有価証券届出書（その他の者に対する株式の割当。組込方式）及びその添付書類

平成26年10月30日東北財務局長に提出。

（6）有価証券届出書（その他の者に対する新株予約権付社債の割当。組込方式）及びその添付書類

平成26年10月30日東北財務局長に提出。

（7）有価証券届出書の訂正届出書

平成26年10月30日提出の有価証券届出書（その他の者に対する株式の割当。組込方式）に係る訂正届出書

平成26年11月11日東北財務局長に提出。

平成26年10月30日提出の有価証券届出書（その他の者に対する新株予約権付社債の割当。組込方式）に係る訂正

届出書

平成26年11月11日東北財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成27年２月20日
 

株式会社ネクス
 

 取締役会　御中  

 

 東光監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 外山　卓夫

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　昌也

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクスの平成25年12月１日から平成26年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ネクス及び連結子会社の平成26年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

１．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成27年１月26日開催の取締役会において、平成27

年４月１日を効力発生日として新設分割を行い持株会社体制へ移行することを決議した。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成27年１月26日開催の取締役会において、会社法

第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、特に有利な条件によりストック・オプションとして新株予約権を割

り当てること及び当該新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任することにつき承認を求める議案を、平成27年

２月25日開催予定の第31回定時株主総会に付議することを決議した。

３．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社が平成26年２月７日に発行した第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債に付された新株予約権については、平成27年２月５日に、全て（４個）の権利行使があった。
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４．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社が平成26年11月17日に発行した第４回無担保転換社債型

新株予約権付社債に付された新株予約権については、平成26年12月12日から平成27年２月５日までに、全て（815

個）の権利行使があった。

５．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、製品の不具合による損害賠償請求訴訟の提起を受け

ていたが、平成27年２月13日に原告との和解が成立した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ネクスの平成26年11

月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社ネクスが平成26年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　内部統制報告書の付記事項に記載されているとおり、会社は、平成27年１月26日開催の取締役会において、平成27年４

月１日を効力発生日として新設分割を行い持株会社体制へ移行することを決議した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（※）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

平成27年２月20日
 

株式会社ネクス
 

 取締役会　御中  

 

 東光監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 外山　卓夫

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　昌也

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ネクスの平成25年12月１日から平成26年11月30日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネクスの平成26年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

強調事項

１．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成27年１月26日開催の取締役会において、平成27

年４月１日を効力発生日として新設分割を行い持株会社体制へ移行することを決議した。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成27年１月26日開催の取締役会において、会社法

第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、特に有利な条件によりストック・オプションとして新株予約権を割

り当てること及び当該新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任することにつき承認を求める議案を、平成27年

２月25日開催予定の第31回定時株主総会に付議することを決議した。

３．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社が平成26年２月７日に発行した第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債に付された新株予約権については、平成27年２月５日に、全て（４個）の権利行使があった。

４．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社が平成26年11月17日に発行した第４回無担保転換社債型

新株予約権付社債に付された新株予約権については、平成26年12月12日から平成27年２月５日までに、全て（815

個）の権利行使があった。
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５．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、製品の不具合による損害賠償請求訴訟の提起を受け

ていたが、平成27年２月13日に原告との和解が成立した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（※）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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